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編集方針

　オムロンは、１９９８年度から環境報告書を発行し、２００４年度
からは、報告内容を環境的側面から社会的側面にまで拡大しまし
た。報告書のタイトルを、これまでオムロンが大切にしてきた企業
理念にちなんで「企業の公器性報告書」としました。

報告内容の設定
　本報告書で報告する内容を設定するに際し、以下の2点を基
準として重視しました。

■マテリアリティ（重要性）
　オムロンをとりまくステークホルダーの評価や意志決定への
影響度およびオムロンの中長期における経営成果への影響度を
分析し、自社で優先的に取り組むべき課題をマテリアリティ（重
要性）が高いものと判断しました。そこに至る分析プロセスにつ
いては本報告書の中で詳しく報告しています。そして、このマテ
リアリティを基準として本報告書への掲載事項を設定しました。
　その一例として、最もマテリアリティ（重要性）の高い課題のひと
つと位置づけた「ソーシャルニーズの創造」については、５つのカン
パニーごとに報告のページを設け、それぞれのカンパニーのミッ
ション表明から取り組みの内容まで優先的に詳しく報告しました。

■網羅性
　オムロンをとりまくステークホルダーがオムロンのCSRパ
フォーマンスを適切に評価できるように、報告期間、報告内容お
よび報告対象組織を設定しました。

報告書の質の向上
　オムロンでは本報告書の質を高めるために、以下の5項目に
ついての原則的な考え方を重視しました。

■バランス
　ステークホルダーにとって好ましい結果に関する報告だけで
なく、不都合な結果を含むネガティブ情報の開示にも努めてい
ます。その一例として、土壌汚染の状況と対策について紙面を
割いて詳しく報告しました。

報告対象期間：２００７年度（200７年４月１日～200８年3月3１
日）を報告対象期間としていますが、活動や取り組み内容は一部
2008年度分も含みます。

報告内容：報告対象期間内での計画（ＰＬＡＮ）、実践（ＤＯ）、その結
果に対する評価（ＣＨＥＣＫ）と改善（ＡＣＴＩＯＮ）を含めた“Ｐ・Ｄ・Ｃ・Ａ”
での報告に努めました。

報告対象組織：
●社会的側面の報告対象組織：オムロングループ全体（報告書内で
はオムロンと表記）を対象としています。オムロン㈱のみ、あるい
は特定の地域、特定の関係会社に限定される事象の報告につい
ては、本文中にその旨を明記しています。
●環境的側面の報告対象組織：環境マネジメントシステムを構築し
ている次の拠点を対象としています。
• オムロン㈱の17拠点
• 日本 主要関係会社38拠点
• 海外 主要関係会社14拠点（北米エリア3拠点、欧州エリア3拠
点、中国エリア4拠点、アジア・パシフィックエリア4拠点） 参考ガイドライン

GRI※ 「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン 第3版」
環境省「環境報告ガイドライン（2007年版）」
※ GRI＝Global Reporting Initiative

次回発行予定

2009年6月下旬を予定

経済的側面の報告

経済報告の内容については2008年8月発行のアニュアルレポート
2008もご参照ください。

■比較可能性
　２００４年度に｢企業の公器性報告書｣の発行を開始して以来、
同一基準でデータを把握しています。外部要因のために止むを
得ず基準変更する場合も、変更内容を明示し過去データとの一
貫性を堅持しています。

■適時性
　毎年、３月末日締めの会計年度でのパフォーマンス結果を、６
月に実施される株主総会の当日に発行し報告しています。また、
更新情報についてはウェブサイトで逐次報告し、適時性の確保に
努めています。

■正確性
　CSRパフォーマンスに関する重要なデータを正確に収集する
ための適切なマネジメントシステムの構築に努めています。ま
た、本報告書の重要なデータについては、データ集計のための
仕組みの整備状況について第三者による調査を実施しました。

■明瞭性
　本報告書とウェブサイトの役
割を明確に分け、本報告書には
重要情報を優先的に掲載する
にとどめ、より詳細な内容およ
びデータはウェブサイトに掲載
しています。これにより、ステー
クホルダーにとっての検索性を
高めるとともに、アクセシビリ
ティの向上に努めています。

http://www.omron.co.jp/corporate/csr/

■アシュアランス
　アシュアランスとは、単に記載内容が正確であることを保証す
ること（Things Right）だけでなく、適切な記載内容が適切なプ
ロセスを経て設定されていること（Right Things）を意味する
と考えています。
　本報告書では、自社のCSR戦略策定やマテリアリティ評価の過
程で、さまざまなステークホルダーとの対話や参画など第三者によ
る信頼性判断の機会を設け、アシュアランスの向上に努めました。
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① ＩＡＢ（インダストリアルオートメーションビジネス）での社会的責任への取り組み

製造業のグローバルな“ものづくり”を
「品質」「安全」「環境」の観点からサポートしています

② ECB（エレクトロニクスコンポーネンツビジネス）での社会的責任への取り組み

高品質・高機能・高信頼性・低環境負荷な電子デバイスで、
ユビキタス社会の実現に貢献しています

③ AEC（オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス）での社会的責任への取り組み

「衝突しない車」の実現に向けて、
世界中で高品質･高機能･高信頼性を追求しています

④ SSB（ソーシアルシステムズビジネス）での社会的責任への取り組み

社会の「安心・安全」を支える者として
「事業そのものがＣＳＲ」の実践に取り組んでいます

⑤ HCB（ヘルスケアビジネス）での社会的責任への取り組み

「地球上の一人ひとりが健康で健やかな生活を楽しむ」
そんな社会の実現に貢献しています
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主要関係会社一覧

IAB （インダストリアルオートメーションビジネス）
オムロン出雲／オムロン武雄㈱／オムロン阿蘇㈱／㈱エフ･エー･テクノ／
オムロン関西制御機器㈱／㈱業電社／オムロン京都太陽㈱／OMRON Manufacturing 
of America, Inc.（米国）／OMRON Scientific Technologies, Inc.（米国）／
OMRON Electronics LLC（米国）／OMRON Canada Inc.（カナダ）／OMRON 
Manufacturing of The Netherlands B.V.（オランダ）／OMRON Electronics Iberia 
S.A.（スペイン）／OMRON Electronics S.P.A.（イタリア）／OMRON Electronics 
Ltd.（英国）／OMRON （Shanghai） Co., Ltd.（中国）／OMRON Industrial 
Automation (China) Co., Ltd.（中国）／OMRON Taiwan Electronics Inc.（台湾）

ECB （エレクトロニクスコンポーネンツビジネス）
オムロン倉吉㈱／オムロン山陽㈱／オムロン アミューズメント㈱／オムロン太陽㈱／オムロン 
リレーアンドデバイス㈱／多摩ファインオプト㈱／オムロン プレシジョンテクノロジー㈱／
オムロン セミコンダクターズ㈱／OMRON Electronic Components LLC（米国）／
OMRON Electronics Manufacturing of Germany G.m.b.H.（ドイツ）／OMRON 
Electronic Components Ltd.（イギリス）／OMRON Electronic Components 
Europe B.V.（オランダ）／Shanghai OMRON Control Components Co., Ltd.（中国）／
OMRON Electronic Components （Shenzhen） Ltd.（中国）／OMRON Electronic 
Components Pte Ltd.（シンガポール）／OMRON Electronic Components 
(Hong Kong) Ltd.（香港）／OMRON Malaysia Sdn. Bhd.（マレーシア）／PT OMRON 
Manufacturing of Indonesia（インドネシア）

AEC （オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス）
オムロン飯田㈱／OMRON Automotive  Electronics, Inc.（米国）／OMRON 
Dualtec Automotive Electronics, Inc.（カナダ）／OMRON (Guangzhou) 
Automotive Electronics Co., Ltd.（中国）／OMRON Automotive Electronics 
Korea Co., Ltd.（韓国）／OMRON Automotive Electronics Co., Ltd. （タイ）

SSB （ソーシアルシステムズビジネス）
オムロン ソフトウェア㈱／オムロン フィールドエンジニアリング㈱

HCB （ヘルスケアビジネス）
オムロン ヘルスケア㈱／オムロン松阪㈱／オムロン コーリン㈱／OMRON Healthcare, 
Inc.（米国）／OMRON Healthcare Europe B.V.(オランダ）／OMRON （Dalian） Co., 
Ltd. （中国）／OMRON Industry&Trade (Dalian) Co., Ltd.（中国）

OMRON Healthcare Singapore Pte. Ltd.（シンガポール）

その他
オムロン直方㈱／オムロン パーソネル㈱／オムロン住倉ロジスティック㈱／オムロン

マーケティング㈱

センシング機器（光電・近接センサ、基板検査
装置など）、コントロール機器（PLC、温度調節
器、リレー、タイマなど）、セーフティ機器（セー
フティセンサ、セーフティスイッチなど）

リレー、スイッチ、コネクタ、センサ、マイク
ロレンズ・アレイ、カスタムIC、ICコイン、
光通信デバイスなど

インダストリアル
オートメーションビジネス

エレクトロニクス
コンポーネンツビジネスECB

IAB
工場自動化用、産業機器用の
制御システム・機器の製造・販売

電子血圧計、電子体温計、ネブライザー、歩数
計、体重体組成計（体脂肪計）、低周波治療器、
生体情報モニタ、血圧監視装置、呼気ガスモ
ニタ、セントラルモニタ、動脈硬化検査装置など

ヘルスケアビジネスHCB
家庭用および医療用健康機器の製造・販売

パソコン用周辺機器事業（モデム、ブロードバン
ドルータ、バックアップ電源など）、ワイヤレス
センシング事業（絶縁監視機器など）、ＲFID事業
（IＣタグ、リーダライタ、アンテナなど）

その他
グループ成長戦略の実現に向けた
新規事業の育成・推進

車載用リレー、センサ、レーザーレーダ、パワー
ウインドースイッチ、キーレスリモートスイッ
チ、ECUなど

オートモーティブエレクトロニック
コンポーネンツビジネスAEC

自動車搭載用電子部品の製造・販売

家電、通信機器、携帯電話、
アミューズメント機器、OA機器
向けの電子部品の製造・販売

自動改札機、券売機、精算機などの駅務
機器、信号制御、道路管制機器などの交
通機器ほか

ソーシアルシステムズ
ビジネスSSB

駅務・交通分野への機器／
モジュールの製造・販売および
ソリューション／サービスの提供

（年度）

総資産（連結）
（億円）

2003 2004 2005 2006

5,854 5,891
6,303

2007

6,174

（年度）

株主資本、株主資本比率（連結）

2003 2004 2005 2006

3,058

3,629
3,828

2007

3,685

（年度）

従業員数
（人）

2003 2004 2005 2006

24,904
27,408

32,456

2007

35,486

46.4
52.2

61.6 60.7 59.7

5,1585,158

株主資本（億円） 単体 連結株主資本比率（%）

5,158 4,6704,6704,670 5,2805,2805,280 5,0485,0485,048 5,4025,402

5,923

2,747 24,331

5,402
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経営者緒言

　2007年度は、売上・利益ともに当初の計画を下回る

という不本意な結果ではありましたが、それでもなお

６期連続の増収増益を達成すると同時に、長期経営構想

「グランドデザイン２０１０（GD２０１０）」の第２ステージ

（２００５～２００７年度）で掲げた事業価値の倍増という目

標も達成することができました。私たちはこの結果を大

変誇りに思っております。と申しますのは、この結果は社

会に対する責任を果たしたうえで達成した成果であると

自負しているからです。

　オムロンは今年、創業７５周年を迎えました。創業以来、

社会の変化を捉え、世に先駆けて潜在的なニーズを掘り

起こし顕在化させるという「ソーシャルニーズの創造」を

追求し続けてきたことに対して、ステークホルダーの皆さ

まからご評価いただくことができた結果であると感謝して

おります。

２００７年度を振り返って
　２００７年度は、GD２０１０第２ステージの総括の年度で

あると同時に、GD２０１０第３ステージ（２００８～２０１０年

度）の準備の年度でもありました。

　２００７年度には、

　１）事業を通じてよりよい社会をつくること

　２）企業活動を進めるうえで、常に公明正大であること

　３）社会が抱える課題に当事者として自ら取り組むこと

というGD２０１０第２ステージの中で示した「CSR取り組

みの３つの柱」のもとに、重点課題への取り組みを実践し

て参りました。その成果と総括に関しては、本報告書の中

の「目標と実績」で報告しております。

　また、２００７年度にはGD２０１０第３ステージで取り組

むCSR戦略を策定し、さまざまなＣＳＲ課題に関するオム

ロンの１０年後の達成イメージを描くとともに、われわれ

が優先的に取り組む課題を明確にしました。CSR戦略を

策定する過程においては、さまざまなステークホルダー

の皆さまとの対話を重ね、これらを通じてより適切な取り

組み課題の抽出とマテリアリティ（重要性）の評価に努め

ました。そのプロセスについても、本報告書の中で詳しく

報告しております。

GD２０１０第３ステージに向けて
　オムロンは、GD２０１０第３ステージにおいても「ＣＳＲ

取り組みの３つの柱」を軸に、経営戦略に組み込んだCSR

の実践に継続して取り組みます。また国際的に主流となり

つつあるＣＳＲの考え方や議論を重視し、焦点を当てて取

り組む重点課題の幅を広げ、網羅性を高めて国際社会の

期待・要請に広く応えていくとともに、マテリアリティ（重

要性）という視点から優先順位を設けて取り組むことを基

本的な姿勢としました。

代表取締役会長
立石 義雄
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CSR経営の質の向上を目指します



ソーシャルニーズの創造に取り組みます

「ソーシャルニーズの創造」はオムロンのアイデンティティ

であり、最もマテリアリティ（重要性）の高い課題のひとつ

と位置づけています。オムロンは、多様な事業領域におい

てソーシャルニーズ創造を担う5つのカンパニーから構成

されています。本報告書では、カンパニーごとの報告のペー

ジを設け、それぞれのカンパニーのミッション表明から取

り組みの内容まで優先的に詳しく報告することとしました。

地球温暖化対策に取り組みます

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）でも報告されて

いるように、地球温暖化防止に取り組むことは人類の危

急の課題と考えています。そこで本報告書の表紙を「地

球がわれわれ人類に警告を発している」という認識を象

徴するデザインとしました。京都議定書採択の地、京都に

本社をおくオムロンは地球温暖化対策を最重要課題として

取り組むという決意のもと、自らのCO2排出削減に、より

一層努力するとともに、社会全体のCO2排出削減に寄与

する製品・サービスの開発に取り組んで参ります。

CSRマネジメントの「見える化」を進めます

優れたCSR企業の要件のひとつは、優れたマネジメント

メカニズムのもとで着実にCSRを実践すると同時に、そ

の内容がステークホルダーの皆さまにとって見えやすい

形になっていることであると認識しています。オムロンで

は、これまでCSRの課題ごとに個別に運営していた各種

委員会組織を整理・統合し、「グループCSR行動委員会」

を2008年度に発足させました。新しい委員会を通じて

ＣＳＲの視点から経営全体を俯瞰するとともに、ステークホ

ルダーの皆さまにとって見えやすい形を追求して参ります。

　報告書の質を高めることは、CSR経営そのものの質を

高めることの反映でもあると考えております。オムロンは、

「私たちの存在そのものがCSRである」と言えるように、

CSR経営の質の向上に継続して挑戦して参ります。

　本報告書に対する皆さまからの忌憚のないご意見や

ご提言と、一層のご支援を賜りますよう、お願い申しあ

げます。

　本報告書では、われわれオムロンのCSRについて、マテ

リアリティ（重要性）の高い内容を優先することを強く意識

して報告するよう努めました。また報告内容の質・量を更

に充実させるため、ウェブサイトでより詳しく報告する取り

組みを2008年度から始めております。

2008年6月

代表取締役社長
作田 久男

オムロン株式会社 
代表取締役会長

オムロン株式会社
代表取締役社長
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「企業は社会の公器である」を実践します
企業理念とＣＳＲ

企業理念の浸透と実践
世界各エリア版の「ＣＳＲ行動ガイドライン」と
「行動指針実践ガイドライン」を発行、配布
　オムロンの基本理念「企業は社会の公器である」は、オムロンの

存在意義を示すものであり、私たちのすべての活動の拠り所とな

るものです。1959年に「社憲」として明示して以来、脈々と受け継

いできたこの考え方は、社会的責任を果たすことを企業活動の中

核に置くことを宣言したものであり、私たちオムロンは、企業理念

を実践することがＣＳＲを果たすことに他ならないと考えています。

　2006年度には、企業理念の実践をより確かなものとする

ため、「経営指針」を実践につなげるための行動規範を示した

「CSR行動ガイドライン」を、2007年度には「行動指針」を実

践するために目指すべき行動を示した「行動指針実践ガイドラ

イン」を発行し、日本の全社員に配布。社員への企業理念の浸

透と定着に取り組んできました。

　2007年度には「CSR行動ガイドライン」を、事業展開をし

ているエリアごとに、法制や慣習の違いを反映しながら、欧州

版、北米版、アジア・パシフィック版、中国版、韓国版を作成す

るとともに、世界23拠点でマネージャー層への説明会を開催

しました。2008年度は、各エリア版を新たに20の地域言語

に翻訳し、配布する予定です。

　また、2007年度は「行動指針実践ガイドライン」も25の地

域言語に翻訳し、海外全関係会社に配布。職場での討議を行う

ためのマニュアルも配布しました。

企業理念の実践をさらに進めるために

管理職を対象に「行動指針体現度評価」を導入

　2006年度に、世界中の社員３３,０００人を対象に、行動指

針の体現度、企業理念の浸透度、組織・職場の活性度などに関

する意識調査をインターネットを活用して実施。これに対して、

インターネットへのアクセスが可能な社員を中心に約9,400

人から回答がありました。　　

　行動指針の体現度の調査結果からは、行動指針の実践への

意識は総じて高く、４つの指針のうち特に「品質第一」と「公正

な行動」に関する実践度合いが高いことが確認できました。

　一方、「絶えざるチャレンジ」「自律と共生」に関する実践度合

いは相対的に低いことがわかりました。そこで、この２つの行

動指針の実践を促進するため、行動指針体現度評価の定着を

すすめるとともに、2008年度には従来からオムロン㈱で運

用していた表彰制度をグループ全体に拡大し、社員がチャレン

ジ精神を発揮できる風土づくりへとつなげる「チャレンジ表彰

制度」を創設します。

　2007年度、オムロン㈱は、管理職を対象に、「行動指針体

現度評価」の運用を開始しました。これは、行動指針に関して、

管理職自らの「実践行動」と、部下への指導・助言など職場への

「浸透行動」という２つの観点から行動を評価し、人事評価に反

映させるものです。

「行動指針体現度評価」の概要WEB

「ＣＳＲ行動ガイドライン」全文WEB

２００６年５月１０日の創業記念日に、オムロンは

新しい企業理念を制定し、発表しました。その中で、

オムロングループの存在意義を示す基本理念

を「企業は社会の公器である」と定めています。

「企業は社会の公器である」とは、企業は社会に

対して有益な価値を提供するために存在し、社会

の期待に十分に応えられてこそ、よき企業市民とし

て社会から信頼され、存続を許されるという考え方

であり、改めて企業は社会のものであるという認

識を明確に示すとともに、社会を構成するステーク

ホルダーを重視する経営を実践することを宣言し

たものです。

企業は社会の公器である

基本理念

基本理念
企業は

社会の公器である

経営理念

経営指針 行動指針

●チャレンジ精神の発揮
●ソーシャルニーズの創造
●人間性の尊重

●個人の尊重
●顧客満足の最大化
●株主との信頼関係の構築
●企業市民の自覚と実践

●品質第一
●絶えざるチャレンジ
●公正な行動
●自律と共生

企業理念社　憲

われわれの働きで

われわれの生活を向上し

よりよい社会をつくりましょう
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　2007年度は、世界23拠点で、企業理念の共有とCSR

行動ガイドラインの浸透を目的とした「企業理念共有活動」

を展開しました。

　オムロン本社の経営トップが、マネージャー層を対象に、

オムロンの基本理念が生まれた背景、これを実践していくこ

とがオムロンのＣＳＲに他ならないこと、さらに「経営理念」

「経営指針」「行動指針」に込めた思いなどを伝えました。同

時に、CSR行動ガイドライン説明会を開催し、企業理念に

基づいた行動の大切さを訴えました。

　各地の説明会には、マネージャー層の約９割にあたる延べ

1,059名が参加。「企業理念やCSRへの理解が深まり、オム

ロンで働くことの誇りが高まった」との声が多数寄せられました。

　今後も、こうした経営トップによる訪問活動を継続すると

ともに、2008年度からは、各国・各地域で活躍するマネー

ジャーを日本に招いて行う研修の充実を図り、企業理念の

理解を深め、その実践を促進するプログラムを盛り込んで

いく予定です。

　またこれからの課題として、マネージャー層だけでなく、社

員一人ひとりに企業理念を浸透させるための取り組みが必

要と考えています。そこで、世界各エリアの担当者やマネー

ジャーが、それぞれの職場での浸透活動に活用できるテキス

トやマニュアルなどのサポートツールを整備していきます。

取締役副社長　明致 親吾
　グループ社員に企業理念を共有し理解してもらうために、理念に込めた創業者の経営哲学や、
事業活動を通じた実践例、エピソードを写真や映像を織り交ぜて講演したところ、大変好評でした。
多くの社員から「感動した」「誇りが持てる」などの積極的な感想が寄せられ、「顧客にも知ってもら
いたい」という声も上がりました。
　今後は、世代が代わりつつある日本の社員にも展開し、グループを挙げてチャレンジ精神の発揮
や社会への貢献が企業文化として定着するよう図っていきます。
　企業理念やＣＳＲがブランド価値向上や競争優位の要素になる時代です。企業理念の共有と
ＣＳＲの実践に取り組む当社の姿勢を、顧客など社外の皆さまにお伝えしていきたいと考えます。

海外での「企業理念共有活動」を実施して

ヨーロッパで―
アジアで―

アムステルダム 36名
パリ 31名
ミラノ 30名
ローマ 22名

ソウル 83名
台北 48名
大連 39名
北京 40名
上海 247名
広州・深圳・香港 165名
タイ 47名
クアラルンプール 26名
シンガポール 36名
ジャカルタ 29名

トロント 37名
シカゴ 88名
サンフランシスコ 28名
ヒューストン 27名

アメリカ・カナダで―

世界２３拠点で企業理念共有のための活動を展開

企業理念共有活動
説明会開催地と参加者数
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CSRへの取り組みの基本原則

「重要性」と「10年後の達成イメージ」を検討しました
ＣＳＲ活動の推進

CSRの取り組み──3つの柱

ＣＳＲ活動の基本方針
基本原則と行動基準をガイドラインで明確化
　オムロンがCSRを果たしていくうえで根幹となる考え方、それ

が企業理念の中の「経営指針」です。ここには、ステークホルダー

との誠実な対話と信頼関係を重視する経営、すなわち「ステーク

ホルダー経営」を経営の基本とすることが示されています。

　この「経営指針」を全グループの一人ひとりが実践していくた

めに、具体的な行動基準を定めた「CSR行動ガイドライン」を

2006年度に制定しました。このガイドラインの中では、オム

ロンのCSRへの取り組みの4つの基本原則（右表）を掲げてい

ます。また、この基本原則のもとに5つの個別課題──「人権、

労働、安全衛生」「誠実で公正な事業活動」「環境の保全」「社会

との共生」「私的行為における規定」のそれぞれについての基本

方針と、役員･社員に求められる行動の基準を明示しています。

取り組むべき活動を「3つの柱」として整理
　オムロンは、自社が取り組むべきCSR活動を「3つの柱」とし

て整理し、2010年に向けた長期経営構想である「グランドデ

ザイン2010（GD2010）」において、CSRを経営戦略の中核

に組み込んで、活動に取り組んでいます。

　GD2010の第2ステージ（GD-Ⅱ：2004～2007年度）に

おいては、この3つの柱に基づいて重点課題を定め、目標達成

に取り組んできました。

① 事業を通じてよりよい社会をつくること
ソーシャルニーズを創造し、優れた技術、製品、サービスを提供し
続けていく。

② 企業活動を進めるうえで、常に公明正大であること
法令や社会ルールの遵守はもとより、説明責任を果たし、より透明
で公明正大な経営を実践していく。

③ 社会が抱える課題に当事者として自ら取り組むこと
人権・労働問題や環境問題など、さまざまな社会課題に対し、オム
ロンの特色を活かした取り組みを行う。

事業を通じて
よりよい社会を
つくること

企業活動を
進めるうえで、
常に公明正大で
あること

社会が抱える
課題に

当事者として自ら
取り組むこと

マ テ リ ア リ テ ィ

1. 法令の遵守、倫理的な行動
　オムロングループは、企業が法と倫理に基づく社会と

ともにあることを自覚し、法令の遵守と公正な社会的

ルールの尊重を優先し、高い倫理観をもって企業活動を

行う。各国・地域の法令・ルール、倫理観を尊重するとと

もに、オムロングループ独自の価値観、国際社会の共通

認識とも調和させた経営を実践する。

　役員・社員は、法令を遵守し高い倫理観に基づいて行

動するとともに、自分の行動の確認や関連知識の修得を

習慣づけることとする。

2. グローバル視野での経営と行動
　オムロングループは、経営および行動にあたって、特

定の国の考え方や慣習を強制することがないよう、各国・

地域の多様性に十分に留意する。

　自国・地域の社会状況やそこで顕在化している課題の

みに注目することなく、国際的な共通認識等も視野に入

れたうえで、自らの経営や行動を確認するよう努めるこ

ととする。

3. ステークホルダーとの信頼関係づくり
　オムロングループは、社員、顧客、取引先、株主、地域

社会、その他のステークホルダーとの誠実な対話に努め

る。企業情報を適時適正に開示するため、役員・社員は

正確な情報の収集と報告・開示に取り組むこととする。

　また、サプライチェーンに対しては、オムロングループ

のCSR方針の理解と実践を求めるとともに、業界団体

や政府・国際機関等と協調した取り組みも積極的に推進

する。

4. CSRマネジメント体制の構築
　オムロングループは、とるべき行動を決定し（PLAN）、

実践し（DO）、実施状況や結果を監視し（CHECK）、問

題点があれば改善する（ACTION）サイクルを繰り返す

P・D・C・A体制の構築に努める。

　役員・社員は、自らCSR行動を実践することはもち

ろん、自らの行動や他者の行動について、問題があれば

報告し、改善や再発防止に協力することとする。さらに、

職域や権限に応じたリスク把握と予防や、社内方針等に

従った危機（クライシス）対処にも取り組むこととする。

CSR行動ガイドライン全文WEB
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10年後の社会像と
「達成イメージ」の検討

取り組み課題の
マテリアリティ分析

基本戦略の策定と
重点取り組みテーマの検討

GD-Ⅲ CSR戦略の決定

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
参
画
・
対
話

自社のCSR活動の
現状分析

CSRコア・イシューの
把握

①

② ③

④

⑤

GD-Ⅲ CSR戦略策定のステップ

オムロンが取り組むべき課題

ＧＤ-Ⅲ(2008～2010年度)のＣＳＲ戦略の策定
中期的視点を持って戦略を策定
　2007年度は、次年度からのGD2010の第3ステージ

（GD-Ⅲ：2008～2010年度）のスタートに向けて、GD-Ⅲの

3年間のCSR戦略の策定に取り組みました。

　策定にあたっては、まず現状のCSR活動を分析しました。こ

れに基づいて、「中長期的な方向性と目標を持った活動とする

こと」「国際的に主流となりつつあるCSRの枠組みや標準を重

視すること」をふたつの方針としました。

　この方針のもと、まず、国際社会が企業に求めるCSR課題を

徹底的に抽出し、オムロンが取り組むべきコア・イシュー（主要な

課題領域）と具体的な取り組み課題を整理しました。

　次に、長期的視点からオムロンが目指すべき方向性を明らか

にするため、コア・イシューごとに「10年後の社会像」や「10年

後のオムロンのCSRの達成イメージ」を想定。さらに、多くの課

題の中からオムロンとして特に重点を置くべきものを認識する

ために、取り組み課題のマテリアリティ（重要性）を分析しました。

　こうしたステップを経て、GD-Ⅲの基本戦略と取り組み課題、

最終年度である2010年までの重点取り組みテーマ、期間中

の取り組みプログラムと目標を設定しました。

　以下に、GD-ⅢにおけるCSR戦略の概要を、その策定のス

テップに沿って説明していきます。

① コア・イシューと取り組み課題の抽出
　戦略策定のファーストステップでは、CSRにかかわるさまざ

まな規格・基準や原則、ガイドラインなどを参考に、国際社会が

重視しているCSR課題を徹底的に調査・分析し、オムロンが取

り組むべき課題の範囲と内容を整理しました。

　ここに挙げた課題はいずれも、現在の世界において企業の

積極的な取り組みが期待される重要なものであり、オムロンと

しても、そのすべてについて自社の特性を活かしながら、何ら

かの取り組みを進めていくべきであると考えています。

　しかし経営資源には限りがあり、すべての課題に対して同等

の力をかけて取り組むことは不可能です。そこで戦略策定の次

のステップでは、特に力を入れて取り組む「重点取り組みテー

マ」を特定するため、「コア・イシューごとのオムロンの10年後

の達成イメージの検討」「取り組み課題のマテリアリティ分析」 

のふたつの方向から検討しました。

●ソーシャルニーズの創造
　（環境・社会に有益な製品の提供）

コア・イシュー

ソーシャルニーズの
創造

事
業
を
通
じ
て

公
正
な
活
動

社
会
の
課
題

●安全な製品・サービスの提供
●リコール対応の向上顧客課題

●説明責任の実行
●透明性の高い経営の実現組織統治

●倫理的で透明な活動
●知的財産の保護
●個人情報保護・情報セキュリティ

公正な事業活動

●人権侵害への対抗
●社会的弱者の権利尊重人　権

●障がい者の自律支援
●従業員の自律支援
●多様性の尊重
●労働安全衛生
●職場における権利・社会保障
●非正規従業員の適切な処遇
●ワークライフバランス
●従業員との対話
●現地の人材活用促進

労働慣行

●全拠点でのCO2削減　
●規制化学物質の全廃
●省エネルギー
●ゼロエミッション・リサイクル
●生物多様性・生態系の保全

環　境

●開発地域への支援
●コミュニティ参画

コミュニティへの
参画と開発

●CSR調達サプライチェーン・
マネジメント

取り組み課題
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10年後の社会像

10年後の社会に
おける役割認識

10年後の
達成イメージ

ソーシャルニーズの創造・顧客課題

10年後（2015～2020年頃）の「オムロンのありたい姿」（抜粋）

② 10年後の社会像と
　 オムロンのありたい姿を検討
現在世界が抱えている課題の解決には長期にわたる継続的

な取り組みが必要です。したがって、こうした課題の解決を目

指すオムロンのCSR戦略についても、それが3年を期間とす

るものであっても､少なくとも10年先までの社会の変化、自社

の目指す方向を意識しながら策定すべきであると考えました。

そこで、GD-ⅢにおけるCSR戦略の策定にあたっては、10年

後（2015～2020年頃）の社会の状況、その中でのオムロン

への期待や役割の認識、さらにオムロンが目指すCSRの達成

イメージ、つまりオムロンのありたい姿を想定し、ビジョンを描

きました。具体的には、コア・イシューごとに、「10年後の社会

像」、オムロンの「10年後の役割認識」を考察し、それを踏まえ

て「10年後のCSRの達成イメージ」を描き出しました。

例えば、「ソーシャルニーズの創造・顧客課題」というコア・イ

シューについては、下表のように10年後の社会像と役割認識、

CSR達成イメージを想定。同様に、「公正な事業活動・組織統

治」「人権」「労働慣行」といったコア・イシューごとに、10年後

の社会情勢の予測を踏まえたオムロンのありたい姿を描き出

していきました。

グローバル化の一層の進展にともなう貧富格差や地域格差

の拡大、地球温暖化や水不足といった環境問題の一層の深刻化

など、10年後の社会にはさまざまな変化が予測されます。それ

ぞれに対してオムロンが達成すべきイメージを、その時代にお

ける社会的課題に自社の特徴を活かして積極的に対応している

姿として描きました。この達成像はCSR戦略の策定に活かすだ

けでなく、今後、CSR活動を進めていく中で常に念頭に置き、活

動が一定の方向性を持ったものとなるよう、活用していきます。

ＣＳＲ活動の推進

　企業は環境問題だけでなく、少子高齢化、教育、格差・貧困など国際社会が抱えるさまざまな課題を、製品やサー
ビス、技術など本業を通して解決することがあたり前の社会になっている。企業の真価は、その取り組みの度合い
と成果ではかられる。国の経済事情にかかわらず、大量消費・大量廃棄のライフスタイルは転換を迫られ、消費者
の多くは「環境に配慮した」「不公正な取引に基づいていない」製品やサービスを求めるようになっている。
　その結果人々のライフスタイルは、「精神的な充足感」や「健康」を意識したものへと変わりつつあるであろう。
企業の情報公開と情報通信の発達により、製品やサービスなど企業活動にかかわる消費者の知識や情報収集力は
高まり、企業活動を見る目は一層厳しくなるため、本気で社会と共生する企業だけが継続して発展する事を認めら
れる時代になる。

　私たちは創業以来、「企業は社会の公器である」と考え、「人と社会」、「人と自然」、「人と機械」が最適なバランス
を保つ最適化社会を見据えて、製品やサービスを世に先駆けて生み出す「ソーシャルニーズの創造」を、もっとも
大切にしている。これはよりよい社会をつくる一助になるために事業を推進することであり、１０年後の社会ではさ
らに強く求められると認識している。全社員はそれに応える責任感と、それを機会と捉えるチャレンジの姿勢を自
覚している。
　具体的には、個人のお客様向けには健康増進を、企業のお客様向けにはセンシング＆コントロール技術による安
全や安心をさらに提供するようになっている。加えて、持続可能なライフスタイルや社会の仕組みにかかわる事業
を生み出し、日本、世界において社会にプラスの影響をもたらすよう、社員一丸となって取り組んでいる。同時に、
厳しくなる企業活動への社会の目を意識しながら、メーカーとして公正さ、品質を追求し、環境にも配慮を尽くす
など、一層のこだわりをもって社会にマイナス影響のないよう責任を果たしている。

　「ソーシャルニーズの創造」を着実に実践するには、研究開発から生産・販売まで、社内外のさまざまなステーク
ホルダーと協業・連携することが有効である。個人や法人のお客様、取引先さまや行政、非営利組織などと新しい
価値を生み出す「協創」の体制を確立している。さまざまなステークホルダーとの協業から得られる気付きがカタ
チとなり、社会の役に立つ革新的な製品やサービスが多数実用化している。
　「協創」は、世界各地における社会・経済発展にも適用され、とりわけマイノリティと呼ばれる社会的支援・後押し
を必要とする方々に対しても、健康や安全・安心面で支援している。これは社会の隠れたニーズに応えることに繋
がる。またメーカーとして、製品の品質については引き続き高いプライドを持ってこだわり続け、グローバルでトッ
プレベルの評判を獲得している。

「10年後のCSRの達成イメージ」全文WEB
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マテリアリティ・マップ

③ 取り組み課題の重要性を分析
次に、長期的観点からの社会変化、自社のありたい姿の検討

と併せて、多くの取り組み課題（P10右下表）の中から、オム

ロンが特に重点を置いて取り組むべきものを設定するために、

取り組み課題のマテリアリティを分析しました。その際、「ステー

クホルダーにとっての重要性」と「オムロンにとっての重要性」と

いうふたつの軸を設定して取り組み課題を分析、座標上にプ

ロットして「マテリアリティ・マップ」として整理しました。

ただし、「どの課題も重要である」と言える中で、相対的な重

要度を設定していく過程は容易ではなく、ともすれば自社のひ

とりよがりの判断となってしまう懸念がありました。そこで、重

要性の分析にあたっては、国内外のCSRに関する最新情報を

収集・分析するとともに、さまざまなステークホルダーの皆さ

まとのダイアログ（対話）※を実施し、その意見を伺いました。

こうした過程を経て作成したのが下に掲載した「マテリアリ

ティ・マップ」です。なお、このマップは今後、定期的に見直して

いきます。

④ 2010年までの重点テーマと目標を設定
戦略策定の最後のステップでは、ステークホルダーと対話し

ながら練り上げた10年後のありたい姿と「マテリアリティ・マッ

プ」のふたつを総合的に勘案しながら、GD-Ⅲの「重点取り組み

テーマと方針」、さらに「2010年までの目標」を設定しました

（P13、14参照）。

2008年度からいよいよGD-Ⅲがスタートします。これから

の3年間、新たに策定したCSR戦略に沿ってP・D・C・Aのサ

イクルをしっかりと回しながら、ステークホルダーの皆さまの期

待に応えられるよう全力で取り組んでいきます。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

オムロンにとっての重要性
高い 非常に高い

高
い

非
常
に
高
い

●生物多様性・生態系の保全
●開発地域への支援

●SCM（CSR調達）
●人権侵害への対抗
●社会的弱者の権利尊重
●規制化学物質の全廃
●省エネルギー
●ゼロエミッション・リサイクル

●ワークライフバランス
●職場における権利・社会保障
●非正規従業員の適切な処遇
●労働安全衛生
●コミュニティ参画

●説明責任の実行
●透明性の高い経営の実現
●従業員との対話

●ソーシャルニーズの創造
 　環境・社会に有益な製品の開発・提供

●全拠点でのCO2削減
　 （温暖化防止）

●安全な製品・サービスの提供
●リコール対応の向上
●障がい者の自律支援
●従業員の自律支援
●倫理的で透明な活動
●知的財産の保護
●個人情報保護・情報セキュリティ
●多様性の尊重

●現地の人材活用促進

重　要

非常に重要

最も重要

ステークホルダー軸 ：中長期的に見たステークホルダーの意志決定への影響の大きさ
自社軸 ：中長期における自社の経営成果への影響の大きさ

※ダイアログによってご意見を頂いたステークホルダー
京都CSR研究会／GLN（グローバルリーダーシップネットワーク）
／英国アカウンタビリティ社／ヒューマンルネッサンス研究所
／各ビジネスカンパニー・本社のＣＳＲ担当者／他、社外CSR
有識者の方々

マテリアリティ
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CSR課題と基本方針 ２００７年度の主な実績 進展度

★★

★

★★

★★★

★

★

★★

★★

★★

1.事業を通じてよりよい社会をつくること

2.企業活動を進めるうえで、常に公明正大であること

CSRの目標と実績

未来を見据えた新たなCSR目標を策定しました

ソーシャルニーズの創造
「人と機械のベストマッチング」をコンセプトに「センシング&コントロール技
術」を強みとして、「安心、安全、環境、健康」をキーワードとする社会課題を
解決する製品・サービスを提供する。

顧客課題
顧客満足の最大化のため、製品・サービスの品質向上に努める。特に安全に
機能し、安心して使用できる製品・サービス提供を重視する。また、顧客に対
する説明責任の遂行や製品・サービスの不具合への誠実対応にも努める。

公正な事業活動
社会の一員として、法令の遵守と公正な社会的ルールの尊重を優先し、高い
倫理観をもって企業活動を行うべく、すべての組織活動と一人ひとりの行動
に「公明正大」を徹底させる。

組織統治
ステークホルダーの支持を得ながら永続的な成長を実現していくために、
「説明責任の実行」「透明性の高い経営の実現」「倫理性の追求」の３つの視
点を重視しながら、効率的で透明性の高い企業統治システムを構築し、機能
させる。

3.社会が抱える課題に当事者として自ら取り組むこと

労働慣行
•従業員が能力を十分発揮できるマネジメントを推し進めることで、自己実
現を支援し、従業員と会社の相互成長を目指す。
•性別や障がいの有無などにかかわることなく、多様な人材に能力、実績に
応じた活躍機会を提供する。
•職場の安全衛生に関する法令･規定を遵守し、心身ともに安全で快適に仕
事ができる労働環境の整備に努める。

環境
環境課題への対応を重要な経営課題と捉え、事業活動にともなう環境負荷
を低減するとともに、環境貢献商品・技術の創出に取り組み、エコロジーと
エコノミーを両立させる環境経営を推進する。

コミュニティへの参画と開発
•企業市民としての自覚を持ち、制約ある人々のＱＯＬ※向上への支援を軸
に、積極的にコミュニティ発展への貢献に取り組む。
•新たな国･地域への進出にあたっては、進出先地域の慣習や文化を尊重
するとともに、事業活動による影響に配慮する。

サプライチェーンマネジメント
パートナーシップの精神を基本としたオープンで公正な関係をベースに、取
引先さまに対してCSR調達活動に対する理解と協力を要請するとともに、
取引先さまによるCSR活動に積極的に協力する。

人権
職場における人権意識の啓発に努め、一人ひとりの個性や能力を尊重する職
場風土づくりを進めることにより、差別のない明るい社会の実現に貢献する。

社会課題の解決に貢献すべく以下のような製品･サービスを提供。
•製造現場の安全な作業をサポートする「セーフティーライトカーテン」。
•燃料電池システム用の重要部品である「フローセンサ」。
•生活習慣病の予防・治療をサポートする「血糖自己測定器」。

•電子体温計「MC-670-E」がドイツのiFプロダクトデザイン賞「金賞」受賞。
•「オムロングループ製品安全自主行動計画」を制定。

•世界各エリア毎の「ＣＳＲ行動ガイドライン」を発行。マネージャーへの説明
会を実施。
•中国での「コンプライアンス推進責任者会議」開催。

•海外２３拠点で経営トップによる「企業理念共有活動」を実施。
•理念共有化活動と併せて「ＣＳＲ行動ガイドライン」の説明会を全世界で実施。

•日本のグループ全体で障がい者雇用率２.３％を達成。
•管理職を対象に企業理念の実践・浸透行動を評価する人事評価の仕組み
を導入。
•２ヶ所目となる企業内託児所を京都事業所に設置。
•中長期的な視点に立って家庭と仕事の両立を支援する「キャリア・リエント
リー制度」の運用を開始。
•「女性リーダー養成研修」を内容改善を図りながら継続実施。

•中国版RoHSの第二ステップおよびREACH規則対応に向けた情報収集
と実態調査を実施。
•モデル機種を選定し、資源生産性向上のための取り組みを試行。
•日本の11拠点、海外の2拠点でグループ環境監査を実施。
•海外でのCO2排出量は5％増加したものの生産高原単位では19％削減。

•障がい者の就労支援の基本スキームを検討。また、障がい者のスポーツイ
ベントへの協賛によって社会参画を支援。
•創業記念日の「オムロンデー」ボランティア活動に全世界で約10,200名
の従業員が参加。
•東南アジアの貧困地域の人々を支援する「オムロン・アウトリーチ」活動を
実施。

•日本の主要取引先さまとの面談会を実施し、CSR調達への協力を要請。
•主要94社（日本69社・中国25社）に対してCSRに関するアンケート調
査を試行実施。
•中国で累計249社の取引先さまとCSR項目を含む基本契約を結び、対
象の81%となった。

•海外拠点での「CSR行動ガイドライン」説明会の中で人権に関する基本ガ
イドラインを説明。
•日本のグループ各社でセクハラをテーマにした研修とセクハラ相談員の対
応力向上教育を実施。

※QOL(Quality of Life）：ある人がどれだけ人間らしい望み通りの生活を送ることができているかを計るための尺度として働く概念。
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ＧＤ-Ⅲ（2008-2010年度）の重点テーマと目標 2008年度の方針と目標 １０年後の達成イメージ

「安心、安全、環境、健康」の４領域に重点を置きな
がら、社会課題の解決に貢献する製品･サービスの
創造に挑戦する。

「ものづくり革新本部」による高い品質実現のため
の取り組み、顧客サービス体制の充実、製品安全自
主行動計画に沿った安全・安心な製品開発などによ
り、品質の高い製品、サービスの提供に努める

•世界各エリア毎に企業倫理の推進体制を整備し、
全世界の拠点で推進活動を行う。
•グローバルにコンプライアンスリスクの可視化を
図り、現場業務プロセスへ対策の組み込みを行う。

•企業理念のグローバルな浸透に継続して取り組む。
•コンプライアンスリスク可視化の手法およびモデ
ル開発を行う。

•キャリア開発支援の充実、やる気を引き出す風土
づくり、ワークライフバランス推進などにより、従
業員への支援を進展させる。
•日本においてノーマライゼーションを推進し、障
がい者雇用率の一層の向上を図る。
•世界各エリアにおいて、障がい者の社会参画を支
援するための取り組みを、社会状況やニーズに
合った内容で実施する。
•引き続き、制度、風土の両面から女性の活用促進
と活躍の場の拡大に努める。

•環境経営ビジョン「グリーンオムロン21」を着実
に実行し、海外拠点を含む全拠点でのCO2削減
対策を強化・徹底する。
•資源生産性向上への取り組みを強化する。
•ISO14001のグローバル統合認証を推進し、環
境保全の取り組みをグローバルに推進する。

•方針である｢制約ある人々のQOL向上」に合致す
る支援活動、プログラムを充実させる。　
•身体障がい者の在宅就労に向けた｢障がい者就
労エージェントネットワーク」の活動を引き続き推
進する。
•従業員に対するボランティア精神の啓発、活動支
援をグローバルに推進する。

サプライチェーンでのＣＳＲ調達をグローバルに実
現するため、取引先さまにおけるＣＳＲ活動をグロー
バルに把握する仕組みを構築し、継続したＣＳＲ調
達の推進・定着を図る。

•全世界の拠点で人権啓発教育を定期的に実施する。 
•人権に関する社内の問題状況を把握し、改善につ
なげるための仕組みを構築する。 

•｢安心・安全・環境・健康」の課題を解決する製
品・サービスの開発に引き続いて取り組む。
•地球温暖化の防止に貢献する、企業向けCO2
削減ソリューションビジネスの検討。

社内外のステークホルダーとともに新しい価値を生み出す「協創」の
体制を確立し、社会に役立つ革新的な製品・サービスを多数実用化
している。「協創」を世界各地の社会･経済発展にも適用し、マイノリ
ティと呼ばれる社会的支援を必要とする人々に対しても安全・安心・
健康の面で支援を行っている。またメーカーとして、製品の品質に
高いプライドを持ってこだわり続け、グローバルでトップレベルの評
判を獲得している。

•「ものづくり革新」の取り組みを推進し、製品、
サービスのさらなる品質向上を実現する。
•お客様の声に耳を傾けながら、安全で使いやす
いユニバーサルデザイン製品を開発する。

•世界各エリアにおいて企業倫理とコンプライ
アンスの活動を推進する体制を整備する。
•従業員の企業倫理とコンプライアンスに関する
意識調査を引き続き実施する。

•Ｍ＆Ａにより新たにグループに加わったグループ
会社を中心に、引き続き経営トップによる企業理
念の共有活動を実施する。
•従業員総合意識調査により、企業理念の浸透
度・実践度を把握し、課題整理を行う。

グローバルに一貫性のある法令遵守や企業倫理のガイドラインを徹
底して運用する仕組みを確立し、この分野におけるリーダーシップの
一翼を担っている。相互尊重・相互発展の考え方に基づき、サプラ
イチェーンでのフェアな取引を浸透させており、特に取引先さまに
対して法令遵守・倫理的行動を推進する仕組みを構築している。ま
た、社会環境変化に敏感に対応するために多様なステークホルダー
と積極的に双方向コミュニケーションを行う体制を整えている。

•チャレンジした人やチームに報いる「チャレンジ
表彰制度」を、オムロングループ全体を対象とし
てグローバルに導入する。
•日本のグループ各社でのノーマライゼーション
を推進し、障がい者雇用率を向上する。
•世界各エリアにおける障がい者の社会参画支援
のあり方や方法についての情報収集を行う。
•家庭と仕事の両立支援に関する社内啓発活動
を実施する。
•女性リーダー養成研修の拡充を図る。

•エネルギー監視システムを日本の生産拠点に導
入し､「見える化」によるCO2削減を推進する。

•資源生産性向上取り組みのモデル拠点と機種
を選定し、継続的に取り組む。
•オムロン㈱の非生産拠点の統合認証を行う。

•｢制約ある人々のQOL向上」に合致する支援活
動、プログラムを引き続き実施する。　
•｢障がい者就労エージェントネットワーク」の活動
を推進し、支援策を企画・実行する。
•従業員の社会貢献や環境保全の活動を支援・促
進する「エコボラン」活動を、創業75周年イベン
トとしてグローバルに展開する。

•取引先さまへのCSRに関するアンケート調査
を日本、中国の全取引先さまを対象に実施する。
•中国の取引先さまとのCSR項目を含む基本契
約の締結を推進する。

•グローバルに人権啓発の取り組みを実行するた
めの世界各エリアの体制を整備する。 
•企業理念やCSRとの関連づけをより強めた人
権啓発の研修、取り組みを実施する。

一人ひとりが個性と能力を発揮できる職場づくりに向け、特に管理
職のマネジメント能力、人材育成力の向上に継続して取り組んでい
る。人材の育成・評価・活用の仕組みをグローバル基準で設計・導
入し、多様で優秀な人材を国境を越えて活用する適材適所を実現し
ている。また、性別や障がいの有無などにかかわらず、多様な人材
が活躍できる職場風土をつくりあげるとともに、さまざまな支援の
仕組みを整備している。

環境関連技術の移転など、民間企業として事業を通じた貢献が可能
な領域においてリーダーシップを発揮している。センシング&コント
ロール技術を活用して環境問題の「見える化」を図るなど、コア技術
の環境課題解決への新たな活用を積極的に模索し、成果を上げてい
る。温暖化問題に関しては、CDM(クリーン開発メカニズム）などの
枠組みを有効に活用して途上国のCO2排出削減に目に見える形で
貢献している。

安心・安全・環境・健康の領域を中心に、それぞれの地域やコミュニ
ティが抱える課題の性質に応じた社会開発への取り組みを、事業活
動を通じて推進している。また、「制約ある人々のＱＯＬ向上」を基本
方針としながら、各コミュニティのニーズに合ったさまざまな社会貢
献活動を行っている。従業員のコミュニティ参画が促進され、事業を
通じての社会開発への貢献と個人のコミュニティ参画との相乗効果
が表れている。

上記のすべての領域に横断的にかかわる課題であり、取引先さまと
の協働により、各領域におけるCSR遂行の取り組みをサプライ
チェーンにおいても推進している。

グローバル基準での人権教育を全世界で実施し、人権意識の高い人
材を育成するとともに、差別のない明るい職場風土を実現している。
また、人権侵害が存在する地域において政府や非営利組織などに協
力し、その解消に貢献している。なかでも障がい者が抱える課題に関
しては、社会貢献活動や製品･サービスの提供などを通じ、積極的に
その解決に取り組んでいる。事業においては､ステークホルダーとと
もに技術使用に関するガイドラインづくりに取り組み、「人権擁護と科
学技術活用の両立」に関する活動にリーダーシップを発揮している。

「進展度」は各領域の取り組みの進展度合いを、ＧＤ-Ⅱ（2005-2007年度）の目標達成度、グローバル展開の度合い、外部から頂いた評価、他企業との比較などを総合的に勘案し
て自己評価しました。　★★★：大きく進展している　　★★：進展している　　★：今後一層の努力をしていく
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CSR方針・戦略 人権・労働 環境 CSR調達 情報開示企業倫理

委員長：社長

事業部門

国内関係会社

海外関係会社

本社機能部門 CSR推進担当

カンパニー社長 本社機能部門長 エリア統括会社社長

CSR推進部

社　長

カバー領域：

支　

援

領域別
推進委員会

カンパニー
CSR推進責任者

カンパニー
CSR推進組織

専門委員会

CSRマネジメント体制

CSRマネジメント体制

ＣＳＲマネジメント体制
CSRを経営戦略の中に統合
オムロンは、CSRを経営戦略の中に組み込み、事業活動の

中で遂行していくことが最も重要であると考えています。また、

CSR取り組みをP・D・C・Aサイクルに沿って着実に遂行して

いくために、これをマネジメントする体制・仕組みの充実に努め

てきました。

2007年度には、それまで社長直轄であったCSR担当部門

を、グループの経営戦略の策定を担う「グループ戦略室」の中

に組み込み「CSR推進部」として再編。これによって、CSRを

より深く経営戦略に組み込み、CSR経営の実効性と完遂性を

高められる体制を構築しました。

また2008年4月には、経営陣自らがグループのCSR全般

の現状と課題を把握し、将来の方向づけを行うための委員会

組織として「グループCSR行動委員会」を設置しました。この

委員会ではCSRの視点から経営全体を俯瞰し、経営戦略と

CSRを一層高次元に統合していきます。

　今後は、GD-ⅢのCSR戦略を着実に実行していくため、各

カンパニーにおけるCSR推進体制の充実、海外エリア統括会

グループのＣＳＲ実践の方向づけと推進を担う
「グループCSR行動委員会」を設置

CSRを経営戦略に組み込む新体制を構築しました

グループCSR行動委員会

社のCSR推進機能の整備などを行い、グローバルなCSRマ

ネジメント体制の強化を図っていきます。

グループCSR行動委員会のメンバーは、カンパニー社長、

本社機能部門長および海外各エリア統括会社社長とし、オム

ロングループのCSRの基本方針・戦略の設定、主要領域の活

動の推進とモニタリングを主な役割としています。

従来は、企業倫理、環境、情報開示など、個別の領域ごとに

委員会組織を設置していましたが、グループCSR行動委員会

はそれらを包括し、CSRの領域全体を網羅する視点からオム

ロングループの経営を捉え、多様なステークホルダーの声を踏

まえながら、CSR経営の方向を定め、推進を図る役割を担って

いきます。委員会が示す方向に沿った具体的なCSR施策の計

画・実行は、個別領域の実行担当部門（各カンパニー、環境部

門、法務部門など）が担っていきます。

なお、グループCSR行動委員会での審議内容はオムロンの

経営にかかわる重要情報として取締役会にも報告していきます。

中国におけるCSR活動／国際的な人権尊重／
公共政策に関してとっている立場

WEB
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執行機関

議長：代表取締役会長

取締役会
経営目標・経営戦略などの重要な業務執
行戦略を決定するとともに、事業執行
（CEO）を監視する。

監査役会
コーポレート・ガバナンスの体制と運営
状況を監視し、取締役を含めた経営の日
常的活動を監視する。監査役4名でうち
3名は社外監査役で構成。

人事諮問委員会
社外取締役を委員長とし、取締役、監査
役、執行役員の選考基準の策定、候補者
の選定、現職の評価を行う。

報酬諮問委員会
社外取締役を委員長とし、取締役、監査
役、執行役員の報酬体系の策定、評価基
準の選定、現職の評価を行う。

社長指名諮問委員会
社長の選定に特化し、来期の社長人事な
らびに緊急事態が生じた場合の継承プ
ランなどを議論する。

執行会議
代表取締役社長の権限の範囲内で、重要
な業務執行案件の審議・決定を行う。執行会議グループCSR

行動委員会 監査室

代表取締役社長

社長指名
諮問委員会

人事諮問委員会

報酬諮問委員会

監査役会

監査法人

取締役会

株主総会

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスの方針
ステークホルダーの期待・要請に応えるために
オムロンは、ステークホルダーの期待や要請に応えるため、

「企業価値の長期的最大化」を経営目標とし、「最適な経営体制

の構築」と「適正な企業運営」に取り組むとともに、こうした経営

を社会に対して証明する「企業統治システム」の充実に努めて

います。

コーポレート・ガバナンスの体制
経営監視と事業執行の分離を強化
監査役会を設置しているオムロンでは、環境変化に迅速に対

応しつつ透明性の高い経営を進めていくことを目指し、ガバ

ナンス体制を構築しています。

事業推進にあたっては、執行役員制度によって経営監視機

能と業務執行機能の明確な分離を図り、社長以外の取締役は

執行役員を兼務しないことを定めています。また社内カンパ

ニー制により各事業部門トップへ権限を大幅に委譲し、意思決

定の迅速化と業務効率化を図っています。さらに「人事」「報酬」

「社長指名」の3諮問委員会を設置し、役員の指名・昇格、報酬、

社長の選定に関する客観性・透明性の確保に努めています。

情報開示
「適時開示体制概要書」を公表
オムロンは、2007年4月、「適時開示体制概要書」を公表し、

情報開示に関する基本姿勢や運用方針を表明するとともに、そ

の社内体制や監視体制について明らかにしました。

また、2007年度は、迅速・確実な情報収集を徹底するため

に、重要情報取扱者22名を対象とする研修を実施し、各自の

果たすべき役割について再認識を促しました。

内部統制
自己評価と内部監査の実施
J-SOX法制※が2008年4月から施行されています。オム

ロンは法制化を機に内部統制システムを整備することの重要

性をいち早く認識し、2004年11月から対応を開始。自己評

価や内部監査などの制度の定着を進めています。

法定以上の厳格な社外役員資格要件を設定
取締役会が「株主をはじめとするステークホルダーの代表」

として業務執行を監視するために、2003年から社外取締役を

増やし、7名の取締役中2名を社外取締役としています。また、

監査役についても、4名中3名を社外監査役としています。

ＣＳＲを果たす企業統治の充実に努めています

※ J-SOX法制：日本の「金融商品取引法」の第24条の4の4で、上場会社は財務計
算に関する書類その他の情報の適正性を確保するために必要な体制について評
価した報告書（内部統制報告書）を、有価証券報告書とあわせて内閣総理大臣に
提出しなければならないと規定している。

　さらに、これら社外取締役・監査役の実質的な独立性を重視

して、その選定については、会社法の規定を超える厳格な要件

を設定。社外役員の新任候補者と当人が帰属する企業・団体

が、「過去5年間、オムロングループの会計監査人の代表役員、

社員であったことがないこと」「オムロングループの大株主でな

いこと」「主要取引先の役員でないこと」「役員と親族関係にな

いこと」などを定めています。
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コンプライアンス

コンプライアンス活動の推進
国内外の１４グループ会社でモニタリング
オムロンは、グループ全体でコンプライアンスを推進するた

めに、モニタリングの実施、P･D･C・Aサイクルの実行、教育

の実施、推進体制の再構築というコンプライアンスに関する「4

つの重点戦略」を定めています。そして、国内外のグループ会

社に、この4つに基づく自律的な活動を求めています。

2007年度は、日本および中国エリアのグループ会社でコン

プライアンス推進責任者会議を継続実施し、活動のレベルアッ

プを図るとともに、新たに買収した会社を含む国内外のグルー

プ会社14社で、コンプライアンス・モニタリングを実施しました。

今後は、グローバル全エリアの海外グループ会社でコンプラ

イアンス推進責任者の配置、推進体制の組織化を完了させる

とともに、定期的なコンプライアンス・モニタリングを継続実

施していきます。

コンプライアンス教育・啓発活動
社長・カンパニー社長・グループ会社社長の
リレーメッセージを発信
オムロンでは、全社的な教育・啓発のほか、カンパニーごと

に組織形態や事業内容に合わせたコンプライアンス教育を実

施しています。

全社的な教育としては、階層別研修の中にコンプライアンス

研修を組み込んでおり、新入社員も含む各階層で研修を実施

しています。

また、日本では、毎年10月を企業倫理月間と定めて、各社

役員・従業員向けの啓発活動を展開しています。2007年度

は外部講師を招いての役員研修や全従業員対象の職場研修、

社長・カンパニー社長・グループ会社社長が自らの言葉で語る

リレー型のメッセージを発信、コンプライアンスに関するポス

ター掲示やカードなどの配布を実施しました。

日常的な教育としては、日本のグループ各社もアクセスでき

る社内ネット上に「企業倫理掲示板」を常設し、コンプライアン

スに関する各種情報を掲載、想定されるケースごとに適切な対

処法を紹介した「Q&A」集を公開しています。今後は掲載内容

をさらに充実させていきます。

内部通報制度
窓口を周知徹底し、相談員のスキルアップを図る
日本と北米エリアでは、役員・従業員・派遣社員とその家族

を対象に、電話や電子メール、郵便で利用できる第三者通報窓

口「企業倫理119番」を設置しています。

2007年度は、全従業員へ配布する企業倫理カードに内部

通報窓口を記載し、周知徹底を図りました。また、相談員に対

する定期研修を実施しました。なお、日本での通報・相談件数

は21件、北米エリアでの通報・相談件数は11件でした。

2008年度も、窓口の周知徹底と通報への対応体制強化策

を実施するとともに、相談員の質の向上に取り組んでいきます。

情報セキュリティ
秘密情報・個人情報の統合管理体制を強化
オムロンでは、「秘密情報や個人情報を漏洩しないよう適切

に管理することで、ステークホルダーに対する責任を果たすこ

と」を基本方針として、情報セキュリティの向上に取り組んでい

ます。

2007年度は秘密情報と個人情報の統合管理体制を強化す

るために「情報セキュリティ管理委員会」を発足。関連規定類と

手順書の整備、e-ラーニングによる日本のグループ会社での

従業員教育など、情報セキュリティの個別施策を見直し、強化

しました。また、情報セキュリティの管理状況について、IPA（独

立行政法人 情報処理推進機構）が公開している「情報セキュリ

ティ対策ベンチマーク」を用いて自己診断し、この診断結果に

基づいて改善を進めています。なお、高度な管理が必要な組

織やグループ会社については、ISMS認証を4組織が、プライ

バシーマーク認証を4社が取得。より高度な情報セキュリティ

管理を実践しています。

さらに、グローバルに情報セキュリティを強化していくため、

海外のグループ会社でも規定の整備や研修を開始しました。

●人権の尊重

●労働基準と多様性を
　尊重した職場づくり

●職場の安全衛生  

●情報および知的財産の管理

●健全な競争と公正な取引

●職務権限を濫用した
　私的行為の禁止

●会社ブランドを傷つける
　私的行為の禁止

●その他

.......1件

....................1件

....................1件
....................................5件

日本のグループ会社での通報・相談内容一覧
............................1件

...........10件

....................1件

.....1件

グループ全体でコンプライアンスを推進しています

公正な取引／ロビー活動WEB
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京都ＣＳＲ研究会メンバーとの対話
ＣＳＲダイアログ

　２００８年３月１４日、オムロン本社において京都ＣＳＲ研究会※

に参加されている皆さまとの対話会を実施しました。

　この対話会は２００５年度から始まったもので、３回目となる今

回は「１０年後（２０１５－２０２０年頃）におけるオムロンのＣＳＲ達

成イメージ」をテーマに、貴重なご意見をうかがいました（下記は

抜粋であり、全文はオムロンウェブサイトに掲載しています）。

ＧＤ-Ⅲのコア・イシューとして「環境」面での取り組み課題を５

つ※あげておられますが、いま一歩踏み込みが足りないと感じ

ます。「環境」に関する10年後の認識として非常に危機的な

状況と捉えられていますが、2007年のＣＯ２排出量は、むしろ

増えている。自社内の環境負荷を低減するとともに、企業活

動を通じて地域の環境を良くしていく。それが企業の本来の

使命ではないかと思います。
※ 「全拠点でのCO２削減」「規制化学物質の全廃」「省エネルギー」「ゼロエミッ
ション・リサイクル」「生物多様性・生態系の保全」

外国人労働者の受け入れなどの
問題に踏み込んでほしい

ＮＰＯなどの第3セクターが持つ
資源を活用すべきでは

自社内に止まらず企業活動を
通じた環境の取り組み

「人間性の発展」につながるような
価値の提供を

１０年という長期にわたるＣＳＲ計画を掲げているのはたいへん

有意義だと感じています。その長期計画について総括的に言う

と、「人間性の発展」につながるような価値基準がそれぞれの項

目に反映されているかどうかがポイントではないかと思います。

例えば製品にしても、安全性や機能性が高く環境負荷が低いと

いうことだけでなく、「ソーシャルニーズの創造」を目指してきた

オムロンにふさわしく、「これを使うとこうした付加的な効果を

もたらします」といったコンセプトバリューを提供する方向に展

開していくと素晴らしいのではないでしょうか。

京都文教大学 人間学部 現代社会学科教授

島本 晴一郎 氏

「１０年後の社会像」の認識から欠かせないのは少子高齢化の問

題です。日本の人口が減少していく中で、これからはスキルを

もった外国人労働者をある程度受け入れていかざるを得ない

し、そうなると人種差別など人権にかかわる問題や難民受け入

れの問題を真剣に検討しなければならなくなる。オムロンは、

これまで障がい者の雇用や海外でのＣＳＲ活動にも取り組んで

こられた企業ですから、これからは日本社会の半歩先を見て、

そうした分野にも踏み込んでいかれてはどうかと思います。

日本国際民間協力会（NICCO） 事務局長

折居 徳正 氏

障がい者と社会をつなぐ
ファシリテーターの役割に期待

取り組み課題として「コミュニティ参画」をあげておられますが、

その中に「教育」という文字が少ないと感じました。環境教育は

認知・理解され既に社会（コミュニティ）で実践されてきていま

すが、障がいについての教育（体験）がまだ日本ではあまり浸透

していない中で、障がい者との「つながり」を先進的に進めてこ

られたオムロンならではの「発信」があるのではないでしょうか。

障がい者と社会をつなぐうえでのファシリテーター（促進者・介

入者）として、ナンバーワンであってほしいと願っています。

同志社大学大学院

櫻井 暁子 氏

１０年後の社会を誰が担うのかと考えると、企業や行政だけでな

く第3のセクターである非営利組織が重要性を増していくでしょ

う。そうなると、例えば従業員がＮＰＯで自由に活動できるような、

多様な働き方を認める仕組みがほしい。あるいはＮＰＯと共同で

製品を開発するなど、自分たちだけでソーシャルニーズを創造す

るのではなく、他セクターの人たちが持っている資源をうまく取

り込めば、さらなる発展が期待できるのではないかと思います。

きょうとNPOセンター  チーフ事業コーディネーター

藤野 正弘 氏
文化政策学博士

奥谷 三穂 氏

※ 京都CSR研究会：京都文教大学
の島本晴一郎教授の呼びかけで、
京都に本社を置く企業をはじめ、
NPOやNGO、行政、研究者、学生
などが個人の自由な立場で参加す
る会。月１回、ゲストスピーカーを招
き、参加者がそれぞれの立場から、
「京都型CSRとは」「企業とNPOの
連携」といったテーマで議論し、研
究しています。
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　２００７年１２月２０日、ＧＬＮ※1からスティーブ・ロックリン氏

をお招きし、オムロンのＣＳＲ課題における「マテリアリティ（重

要性）」について、ご意見を伺う「ダイアログ」を開催しました。

　この「ダイアログ」には、オムロンのＣＳＲ戦略策定プロセス

でご協力くださった有識者の方々にもご出席いただきました。

矢島：皆さん、今日はお忙しい中お集まりいただきまして、あり

がとうございます。本日のテーマのひとつ※2は「ＣＳＲ課題にお

ける重要性」についてです。これについては、われわれも随分

議論してきました。何を基準に、どういうルールで、その課題が

重要であると評価すればいいのかが難しく、ロックリンさんが

提案している評価基準を、ひとつの参考にすべき考え方として

取り入れました。まずは、ロックリンさんから、その評価基準に

ついて、簡単に説明していただきたいと思います。

ロックリン：課題には「潜伏期」「出現期」「成熟期」「制度化され

る時期」というライフサイクルがあります。このライフサイクル

が先に進むにつれて、ある特定の事業、ビジネスにとっての、そ

※1 ＧＬＮ（The Global Leadership Network）：世界有数企業で構成する企      
　業ネットワーク組織。ＣＳＲに精通した米国のボストンカレッジ企業市民センター
　と英国のアカウンタビリティ社の指導・助言を受けながら、企業の価値を高める
　ためにＣＳＲ活動を事業戦略にどのような形で織り込んでいくべきかを明確に　
　する取り組みを進めている。

オムロンのＣＳＲ課題における「重要性」とは？
ＣＳＲダイアログ

ＣＳＲ課題における重要性の評価基準とは

の課題の重要性が高まっていくのですが、まずは、今その課題

がどの段階にあるのかを明らかにすることが大切です。さらに、

その課題について、次の５つの質問事項でテストをします。

これらの質問に対してイエスという回答が多いほどオムロンに

とって重要性が高いということになります。

坂本：課題のライフサイクルについては、どのように判断すれば

いいでしょうか。いろんな判断方法があると思いますが。

ロックリン：課題がどういう段階にあるかを判断するために、ど

ういう情報を集めなければならないか、どうしたら集められる

か、ということですね。その判断を下すためには、ステークホル

ダーとの対話が必要になってきます。

鷹野：重要性を評価し、決定するには、やはりステークホルダー

との直接的な対話が必須なのでしょうか。メディアに取りあげ

られている「声」をもって対話に代えることは可能でしょうか。

ロックリン：もし、まだステークホルダーと、ある課題への対策

について詳細な対話を持つほどには準備ができていないなら、

１. 短期的な財務の結果に対して潜在的に影響を与えるか？

２. 戦略や方針の実行に際して大きな影響を与えるか？

３. 同業他社は何か対策を打とうとしているか？

４. ステークホルダーにとって主要な関心事となっているか？

５. その課題への対応方法が「制度化される時期」に入りつつあるのか？

マテリアリティ

マ テ リ ア リ テ ィ

マテリアリティ

マテリアリティ

マテリアリティ

マテリアル

（下左から）

アカウンタビリティ社 北米代表

スティーブ・ロックリン 氏
株式会社創コンサルティング
シニアマネジャー

鷹野 秀征 氏
ウィタンアソシエイツ株式会社
取締役 シニアコンサルタント

坂本 文武 氏
株式会社ヒューマンルネッサンス研究所
研究部 第3グループ グループ長

内藤 真紀 氏
オムロン株式会社 ＣＳＲ推進部 部長

矢島 正敏

スティーブ・ロックリン 氏 鷹野 秀征 氏 坂本 文武 氏 内藤 真紀 氏 矢島 正敏
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皆さんのチームの中で、また管理職層の会議などでお話を進

められてもよいと思います。ただし、ある程度のところまでき

たらステークホルダーとの対話は必要になるでしょう。

内藤：今回、オムロンが作成したマテリアリティ・マップについ

てお聞きします。このマップを作成するにあたって、グローバル

な社会的課題についてはＩＳＯ26000ワーキングドラフト※3

にほぼ網羅されているという前提に立って、そこであげられて

いる課題を重視しました。このやり方は妥当だったでしょうか？ 

ロックリン：オムロンのやり方は、私は正しいし適切だと思って

います。オムロンが所属する業界では、固有の重要な課題を

特定するのが極めて難しいからです。例えば、地下資源の採

掘にかかわる石油会社などでは、業界固有の重要な課題が鮮

明なのですが、オムロンの場合、こういった課題が明確ではあ

りません。ですから、今回のようなやり方が役に立つわけです。

しかし、さらに次のステップに進むのであれば、重要性の分析

をもっと精密に実行していく必要があると思います。

坂本：このマテリアリティ・マップは、どのぐらいの頻度で更新

していけばよいでしょうか。ある課題の重要性は、社会の変化

に応じて、また、ステークホルダーによっても、事業のそれぞれ

の局面においても、変わっていくでしょうから、マテリアリティ・

マップも変えていくべきですよね。

ロックリン：たぶん、１年ごとに見直していくのがいいのではな

いかと思います。また、四半期ごとに簡単に見直す機会も設定

し、新たな問題が出てきていないか、何か目立った変化がない

のかを検証してもいいと思います。今回、皆さんが浮かび上が

らせた重要な課題は、今後も２～３年間ぐらいは重要であり続

けるでしょうから、徹底的に見直すというのではなく、新しい事

態が生じていないか、変化が起こっていないかを注意し続ける

ことは必要でしょうね。

鷹野：今回は、ＣＳＲ推進部が中心になって、オムロングループ

全体の世界的に統一したマテリアリティ・マップを作成しまし

た。このマップ自体に価値があるのはもちろんのこと、作成プ

ロセスを経験したことにも価値があると考えています。今後は、

このプロセスを整理し、事業上の課題や地域における課題が出

現するたびに、事業部門の方々が中心になって、その重要性を

分析していただく必要があると考えています。 ※2 もうひとつのテーマである「オムロンの10年後の達成イメージ」については
オムロンウェブサイトに掲載。

※3 ISO26000ワーキングドラフト：2010年発行予定の、社会的責任規格の草案。                 

オムロンの
マテリアリティ・マップ（P１2参照）について

マテリアリティ

マテリアリティ

マテリアリティ

マテリアル

マテリアル マテリアル

マテリアル

マテリアル

マテリアル

マテリアリティ・マップの活用法
―ＢＴ社を参考に

マテリアリティ

矢島：今回作成したマテリアリティ・マップを今後どのように使

い、ＣＳＲ経営に活かしていくのかということについて、他社の

優れた事例をご紹介いただけないでしょうか。

ロックリン：ＢＴ（ブリティッシュテレコム）社の事例が優れている

と思います。２～３年前に行われた分析では、BT社にとって重要

な課題のひとつとして「気候変動」をあげており、これには３つ

の具体的な側面があると分析されていました。ひとつめは、自

社の業務用の自動車からの排出ガス。ふたつめは、サプライ

チェーンでのエコロジカル・フットプリント（人間の活動が環境

に与える影響）の大きさ。３つめは、自社が製造している製品が

他社のビジネスプロセスに及ぼす影響です。例えば、お客様の

省エネ推進に貢献できる製品などですね。これら３つが重要で

あるとの認識から、多くのビジネス戦略、ビジネスモデル―

つまり新しい収益源、新しい製品の可能性が生まれました。さ

らに、法令遵守に関するプログラムや、毎年のＣＳＲ報告書の作

り方・内容も変化しました。報告書については、どの課題を優

先的に取り上げるべきか、に関する考え方が変わったのです。

内藤：ＢＴ社の場合、「気候変動が特に重要性の高い課題である」と

いうことを、社内のどのような人々が分析していったのでしょうか。

ロックリン：ＢＴ社では、まずステークホルダーと委員会をつく

り、この委員会がステークホルダーとの対話の内容をＣＳＲ担

当の上級執行委員会に諮問しました。同時に、ＣＳＲチームがビ

ジネスカンパニーの最高責任者と個別に会って話し合い、課題

リストを作成しました。そこから、それぞれの事業運営に最も

大きな影響がありそうな課題や最も関係が深そうな課題が何

かを、極めて詳細な検討プロセスを経て特定していきました。

マスコミのレポートやニュース、その他の情報も参考にして「こ

れだけはどうしても外すことができない」という重要な６つの課

題に絞り込みました。

矢島：非常に有用な情報を頂き、ありがとうございます。ＢＴ社

の事例をお聞きして「我々もやってみよう」と強く感じていま

す。今日は我々全員にとって、大変よい勉強になりました。ロッ

クリンさんは非常にお忙しい方なのですが、今後ともどうぞよ

ろしくお願いいたします。

ロックリン：オムロンのためなら、忙しいなんていうことは絶対

にありませんよ。
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「安心・安全・環境・健康」をテーマに、
世界中で産業、社会、暮らしを支える
製品を提供しています

オ ム ロ ン の 各 カ ン パ ニ ー の 事 業 領 域

オムロンは、「安心・安全・環境・健康」をテーマとして、よりよい社会づくりに貢献する事業を

幅広く展開してきました。当社のコアコンピタンスであるセンシング＆コントロール技術を駆使して、

生産現場やオフィス、街や駅、病院、家庭など、世界中のさまざまなシーンで常に新しい価値を創造し、

さまざまな課題にソリューションを提供して、社会を便利に、豊かにし続けています。

インダストリアルオートメーションビジネス

エレクトロニクスコンポーネンツビジネス

　家電や情報通信機器、産業用機器などに使わ
れるリレー・スイッチ・コネクタなどの電子部品、
液晶ディスプレイ用のバックライトといったコン
ポーネントやモジュールを提供しています。
　近年は、最先端のＭＥＭＳ（超微細加工）技術を
応用した、自動車のエア・バッグ・システム用の
MEMS加速度センサ、光通信用デバイスなどに
も注力しています。また、欧州ＲｏＨＳ指令などに
対応する、有害物質を使わない製品などの提供
にも努めています。

　品質の向上、安全な生産現場などのさまざま
な製造業のニーズに応える制御機器やシステム
機器を提供し、“ものづくり”のための“ものづく
り”で生産現場の問題を解決しています。
　近年は、製品の品質・安全性・コストパフォー
マンスを高めるだけでなく、生産現場における作
業者の安全確保、環境負荷低減などを実現する
ためのソリューション提供にも取り組んでいます。

エレクトロニクス製品の
品質を内側から支える

生産現場の改善提案で
「ものづくり」を応援

ECB

IAB

米州10.94%

欧州
28.05%

AP※
4.87%

※ AP：アジア・パシフィック

地域別売上高構成比 地域別従業員構成比

AP
5.45%

米州
9.47%

日本
45.63%

中華圏
10.51%

日本
37.33%

中華圏
32.28%

総売上

3,288
億円

従業員数

9,736
人

欧州15.47%

基板検査装置 セーフティコンポーネンツ

ＭＥＭＳマイクロフォンチップ 液晶用バックライト

欧州
8.02%

AP
6.68%

欧州
0.87%

地域別売上高構成比 地域別従業員構成比

AP
19.68%

日本
47.23%

中華圏
31.31%

日本
16.69%

米州
0.81%

中華圏
61.95%

総売上

1,542
億円

従業員数

13,751
人

米州
6.76%

P25➡

P23➡
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オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス

ソーシアルシステムズビジネス

ヘルスケアビジネス

　電子血圧計、電子体温計、歩数計、体組成計な
ど、人々の健康増進に役立つ家庭用健康機器を
提供しています。中核製品である家庭用電子血
圧計は、日本でのシェア約70％を占め、世界で
も「トップブランド」として評価されています。
　近年は、医療機関用機器にも事業を拡大し、家
庭と医療現場を結びつける「ホームメディカルケ
ア」事業の開拓に取り組んでいます。特に、世界
中で問題となっている生活習慣病に着目し、その
予防を支援する製品・サービスをグローバルに展
開しています。

　鉄道の自動改札機や券売機、道路交通の信号
制御や管制システム、さらに店舗での電子決済
端末システムなど、社会インフラを支えるさまざ
まな機器・システム・ソフトウェアからメンテナン
スサービスまで一貫したソリューションを提供し
ています。
　近年は、「安心・安全」に対する社会ニーズの高
まりを受け、ＩＤカードを使った工場やオフィスの
入退室管理や情報の持ち出し管理など、企業の
資産と情報を守るセキュリティソリューション事
業にも注力しています。

　自動車に組み込まれるスイッチ、リレーや電動
パワーステアリングなど各種車載用電子部品を
開発・生産し、世界中の自動車メーカーに提供し
ています。　
　近年は、「衝突しない車」の実現を目標に、次
世代キーコンポーネンツの研究開発にも注力し
ており、レーザーレーダ（車間距離センサ）など
の製品を創出しています。また、ドライバーの安
全な運転の支援に貢献するドライバモニタセン
サなど、クルマをさらに安全なものにしていく新
技術の開発にも取り組んでいます。

生活習慣病予防に役立つ
製品で人々の健康に貢献

社会インフラで
人々の安心・安全を実現

「衝突しない車」
の実現を目指して

AEC

SSB

HCB

レーザーレーダ 電動パワーステアリング
コントローラ

非接触ＩＣ対応自動改札機 セキュリティシステム

家庭用体重体組成計 医療用血圧脈波検査装置

米州
39.43%

欧州
12.93%

AP
16.98%

欧州
9.66%

地域別売上高構成比 地域別従業員構成比

AP
21.28%

米州
36.11%

日本
27.79%

中華圏
2.87%

日本
22.30%

中華圏
10.65%

総売上

1,075
億円

従業員数

3,830
人

米州
0.68%

地域別売上高構成比 地域別従業員構成比
米州
0.54%

日本
99.32%

日本
99.46%

総売上

852
億円

従業員数

2,987
人

米州
17.40%

欧州
22.19%

AP
2.91%

欧州
3.08%

地域別売上高構成比 地域別従業員構成比

AP
0.35%

米州
3.81%

日本
48.82%

中華圏
7.68%

日本
19.15%

中華圏
73.61%

総売上

716
億円

従業員数

3,702
人

P27➡

P29➡

P31➡
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インダストリアルオートメーションビジネスでの社会的責任への取り組みIAB

お客様視点での品質強化に向けた取り組みを加速

製造業のグローバルな“ものづくり”を
「品質」「安全」「環境」の観点から
サポートしています

　ＩＡＢカンパニーでは、生産現場での安全へのニーズの高まり

に応えるため、2006年に北米No.1のセーフティ機器製造会

社であるSTI社をグループに加えました。このように事業のグ

ローバル化が進んでいるＩＡＢカンパニーでは、海外事業比率が

50％を超えるまでになっています。

　このようにグローバルへの展開が進む中、急速に人員が増加して

いる中国拠点などを中心に、従業員のCSRへの理解・実践レベル

を高める取り組みを推進。企業理念に基づいたCSR･コンプライ

アンス教育や定期的なコンプライアンス･モニタリングを実施する

など、公正な事業活動のための「基礎固め」を重視してきました。

　また、お客様での“ものづくり”における不良品率低減、設備

稼働率向上、省資源・省エネルギーを実現するために製品・

サービスの品質向上に努めてきました。

　2007年度は、品質保証の新たな規準の策定、国際競争力ある

“ものづくり”を実現するための生産革新活動の推進、顧客満足

度の向上を目指したカスタマーサービスの充実に注力しました。

　ＩＡＢカンパニーのミッションは、生産現場における生産性・効率性の向上をはじめ、
「品質」「安全」「環境」など幅広い領域でお客様のニーズに応えることで、世界の製造業の
“ものづくり”をグローバルに支えることです。
　センシング＆コントロール技術を駆使して、品質の安定化、作業者が安心して働ける
労働安全の確保、環境負荷の低減など、多様化する製造業のニーズに、これからもお応
えしていきます。

カンパニー社長 森下 義信

2007年度のトピックス

CSR取り組みのポイント 事業の急速なグローバル化の中で、海外拠点でCSRの「基礎」を固める

カンパニーのミッション

ROUND」を実施。2007年度は日本6拠点と海外4拠点、計

10拠点を対象としました。

　ＩＡＢカンパニーは、今後も自社製品の品質改善を通じて、お

客様への責任と社会への責任を果たしていきます。

「CP ROUND」では、
カンパニー社長が
国内外の生産現場を訪れ、
品質･生産革新活動の
実態・成果を把握しています

※ CP：Company President

　ＩＡＢカンパニーでは、「品質作り込みプロセスの革新」を重点

方針に掲げ、お客様視点での品質強化に取り組んでいます。近

年、お客様での”ものづくり”の進化にともない、ニーズの高度

化・多様化が進んでいます。これに対応するため、これまでの

「全製品の品質を一括管理」するやり方から「製品群別の品質

管理」に移行し、それぞれの製品群ごとにお客様視点で品質目

標レベルを定め、その達成に向けた活動を進めています。また、

生産コア技術開発などの生産革新活動や、現場での品質革新

活動や人材育成にも全生産現場で取り組んでいます。

　また、カンパニー社長が世界各地の拠点を訪れて、品質･生

産革新運動の状況を確認するとともに、自らの想いや期待を現

場に直接伝えることで「従業員のモチベーション向上」と「生

産・品質革新に主体的に取り組む風土の醸成」を図る「CP※ 
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　労働災害は人と機械が接するところで発

生します。ＩＡＢカンパニーのセーフティ事

業では、この「接点」を改善する各種セーフ

ティコンポーネントをお客様の生産現場に

提供。センシング＆コントロール技術で防

護柵などの閉鎖状況を確認し、危険区域へ

の人の進入を検出し、危険を察知すれば警

告を発したり、機械を停止させて作業者を

守る仕組みを構築しています。

　こうして生産現場を安全にしていく際に

注意すべきは、万が一の場合は、危険なエ

リアの機械だけを止めること。問題のない

エリアまで止めてしまうと生産が滞り、製

品を待ち望んでいる人々に迷惑がかかる

からです。

　そこでＩＡＢカンパニーでは「安全性と生

産性を両立させる生産システム」を追求。

セーフティコンポーネント、コンサルティン

グサービス、グローバルなサポート力を駆

使して、お客様企業の生産現場にトータル

ソリューションを提供しています。

労働災害を防止するとともに、
生産性の低下を防ぐシステムを提供しています。

　近年、お客様企業の海外展開がますます活発になり、世界

同一品質に標準化されたカスタマーサービスへの要請が高

まっています。これに応えていくために、ＩＡＢカンパニーは、お

客様視点でタイムリーに高品質なサービスを世界中に提供す

る組織として「グローバルサービスセンタ」を2006年度に設

立しました。

　2007年度は、世界全拠点でのサービスレベルの統一を目

指して、お客様向けセミナーのテキストや修理マニュアルなど

の標準化に着手。さらに、標準化したコンテンツをお客様に提

供するため、グローバルウェブサイトを開設しました。これらは、

各拠点がそれぞれ個別に作成・保有・提供していた製品情報な

どを一元化することで、お客様へのサービスを迅速に、高度に

していく取り組みです。

お客様満足度向上を目指して、世界同一のサービス品質を提供

生産現場に、安全性と生産性を両立させる
トータルソリューションを提供

　さらに2007年度は、「顧客満足度調査」を世界各地の各拠

点単位で実施、製品やサービスに対するお客様の満足度を測

り、課題を抽出しました。今後、この結果を各拠点の営業部門

や製品の企画・開発部門に伝え、改善を促すことで、お客様満

足度のさらなる向上に役立てていきます。

コンサルティング

センシング＆
コントロール

グローバル
サポート

トータル
ソリューション

❶ セーフティ
ライトカーテン

❷ セーフティ
レーザスキャナ

❸ セーフティネットワーク
コントローラ

❹ セーフティ
ドアスイッチ

IABのセーフティ事業のコンセプト

環境・社会に有益な製品の開発・提供

お客様向けセミナーで使う
テキスト、ウェブサイトの
コンテンツなどの
標準化を進めています
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エレクトロニクスコンポーネンツビジネスでの社会的責任への取り組みECB

「ものづくり道場」に世界各地から107名の従業員を集め、生産の技能・ノウハウを伝承
2007年度のトピックス

CSR取り組みのポイント グローバルに「従業員の技能向上」「ＣＳＲ教育」「環境負荷低減」を進める

高品質・高機能・高信頼性・低環境負荷な
電子デバイスで、ユビキタス社会の実現に
貢献しています

　グローバル展開を進めてきたＥＣＢカンパニーでは、製品を

世界の中の最適な地域で生産し、世界中に提供するための体

制を構築しています。その中で、世界同一品質を保つべく、現

場で活躍する「人」の技能向上に取り組んできました。

　また、従業員のＣＳＲ理解・実践レベルを世界全拠点で向上さ

せることが重要であると考え、企業理念の浸透とともにＣＳＲ・コン

プライアンス教育に力を入れてきました。2007年度は、特に事

業や拠点の拡大が著しい中国を中心に取り組みを強化しました。

　海外生産を積極的に進めるＥＣＢカンパニーでは、ＱＣＤ

（Quality：品質、Cost：価格、Delivery：納期）強化の一環と

して、「ものづくり道場」と称する技能研修を2002年度から続

けています。

　この研修は、日本で培ってきた熟練の技能・ノウハウを世界

の生産現場に伝え、国際競争力を持った“ものづくり”に不可

欠である「コア人材」を育成することを目的に毎年、全世界の拠

点から延べ100名程度の従業員を集めて開催するものです。

ＥＣＢカンパニーの主力製品であるリレーを生産しているオム

ロンリレーアンドデバイス㈱内に設けた実習工場に実際のプレ

ス成形現場に近い環境を整え、実習を通して熟練技術者や技

能者がきめ細かく指導しています。また、生産管理技術、生産

保全などの分野で、さまざまなコースを設定し、技能向上を

　さらに、欧州RoHS規制など、世界各地で進む「電気・電子機

器に含まれる特定有害物質の使用制限」にいち早く対応し、製品

の環境負荷低減を進めてきたＥＣＢカンパニーは、生産における

環境負荷低減にも積極的に取り組んでいます。例えば、中国の

生産拠点である欧姆龍電子部品（深圳）有限公司での省エネル

ギーや廃棄物削減の取り組み成果が広東省に評価され、2007

年に「清潔生産企業」として認定されました。今後も、製品・生産

両面で環境負荷低減への取り組みを一層強化していきます。

　ＥＣＢカンパニーのミッションは、高品質・高機能・高信頼性・低環境負荷な電子部品の
提供を通じて、「いつでも、どこでも、だれでも」安全で快適な情報を入手できるユビキタス
社会を実現することです。
　そのために、リレー、スイッチ、コネクタ、液晶用バックライトなどの電子部品の分野で最先
端の技術を駆使し、機器のさらなる高機能化・小型化・薄型化・軽量化に貢献していきます。

カンパニーのミッション カンパニー社長 湯川 荘一

図っています。

　2007年度の「ものづくり道場」は11コースを開講し、海外

生産拠点からの応募も含めて107名が受講しました。

　今後もこの研修を継続し、技術伝承と人材育成を通したお客

様への品質責任を果たしていきます。

国内外の拠点から
参加者を募って
「ものづくり道場」
を開催しています
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　都市ガスやＬＰＧなどから取り出した水素

と空気中の酸素を化学反応させて発電す

る燃料電池は、ＣＯ２を発生しない、地球温

暖化を防ぐ次世代型発電システム。ＥＣＢ

カンパニーでは、その重要部品のひとつで

ある「フローセンサ」を供給しています。

　燃料ガスと空気の流量を感知する「フ

ローセンサ」は、燃料電池システムに不可

欠な部品です。ＥＣＢカンパニーは、その最

新型製品に、世界最小クラス微細構造の

ＭＥＭＳ※1素子を搭載。これによって、温

度・圧力の影響を受けにくく、高精度な気

体流量計測を可能にし、燃料電池のエネル

ギー変換効率の向上に寄与しています。

　ＥＣＢカンパニーは今後も、社会的課題

に応える製品の開発を、高度な電子部品の

供給によって支えていきます。

MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）：
半導体製造技術を応用した微小電子機械部品。

燃料電池に不可欠な「フローセンサ」に世界最小クラス微細構造のＭＥＭＳ素子を搭載し、
発電効率の向上に貢献しています。

世界中の拠点にＣＳＲ・コンプライアンス教育とコンプライアンス・モニタリングを拡大

地球温暖化を防ぐ次世代型発電システムの
普及を「フローセンサ」で支える

家庭用燃料電池での採用事例

※1

※2 燃料電池スタック：化学反応により電気を発生する装置「セル」の集合体。

MEMSフローセンサ MEMSフローセンサチップ

環境・社会に有益な製品の開発・提供

　海外でのグループ会社の増加や、生産拡大などを背景に、

ＥＣＢカンパニーでは世界規模でＣＳＲ・コンプライアンス教育

に力を入れています。2004年からは世界全拠点を対象に、

ＣＳＲ意識の浸透とコンプライアンスの徹底を目的とした説明

会を展開。中国エリアでは管理職へのコンプライアンス教育を

中心に、欧米エリアではオムロン企業理念の浸透と日本での

ＣＳＲ活動事例の紹介を中心にするなど、各エリアのニーズに

応じたプログラムで教育を進めています。

　また、説明会とは別に、現地と日本の法務担当者が弁護士と

ともに各拠点を訪問し、法令遵守状況などをヒアリングする

コンプライアンス・モニタリングを実施しています。2005年度

からは東南アジアの主要な拠点を訪問し、営業拠点には世界共

通の基本フォーマットに現地弁護士が各国特有のチェック項目

を追加して作成した約200項目におよぶ「コンプライアンス・

チェックシート」を配布しました。

　2007年度は中国エリアの３拠点でモニタリングを実施し、

2008年度には香港と台湾の拠点でこうした取り組みを展開

する予定です。

熱・温水

直流電流水素
フローセンサ

都市ガス
LPG 改質器

コジェネレーション
システム

交流電流

フローセンサ
空気
（酸素）

インバータ

熱交換器

燃料電池
スタック※2

中国エリアでＣＳＲ・
コンプライアンス
説明会を実施しました

500μm
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オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネスでの社会的責任への取り組みAEC

互いの「認め合い」「競い合い」を合言葉に、世界10か国の技術者が「品質」を協議

「衝突しない車」の実現に向けて、
世界中で高品質･高機能･高信頼性を
追求しています

　人の命を乗せて走る自動車において、「安全」は絶対に満た

さねばならない条件です。車載部品･システムの開発･生産で

は、小さなミスが大きな事故につながる可能性があるため、

ＡＥＣカンパニーでは、取引先さまとの協力のもと、世界同一の

高品質の確保・維持、さらなる向上に努めています。その際、

各拠点ごとに取り組むだけでなく、世界中の拠点が連携して取

り組むことを重視しています。

　研究開発においては、自動車の「安全」の基本となる「走る・

　自動車の安全性にかかわる電子部品を世界11拠点（日本２

拠点・海外９拠点）で生産しているＡＥＣカンパニーの最重要課

題は、世界同一レベルの品質保証。言語・文化・考え方の違い

を乗り越えて、全世界で同一管理・同一品質を実現していくた

めに、品質思想の統一、共通課題の解決、お互いの品質技能レ

ベルの向上を目的とした「国際品質会議」を毎年開催し、世界

全拠点の品質保証部門マネジャーが参加しています。2007

年度の会議では、各拠点で情報を共有する仕組みの構築につ

いて議論しました。

　また、品質確保の取り組みを取引先さまにまで広げていくた

め、各拠点ごとに各地域の取引先さまと共同品質改善を実施。

これを踏まえて、全拠点の部品品質責任者が集まって意見交

換しています。 2007年度は、新設した中国の生産拠点で、監

曲がる・止まる」を軸としながら、前方の車両検知やドライバー

の状態検知など、高度な「安全」と「快適」を実現する多くの技

術を開発。また、従来の油圧パワーステアリングとは異なり、必

要な時だけ稼働することで燃費を向上させる電動パワーステ

アリングなど、環境負荷を低減する製品も開発しています。

　海外の従業員比率の高いＡＥＣカンパニーでは、「グローバ

ル・ワンチーム経営」を目指しています。この目標のもとで、多

様性を尊重した人材活用を進め、人権やコンプライアンスの浸

透にも注力していきます。

　ＡＥＣカンパニーのミッションは、車載電装部品・システム機器という自動車分野に特化
して、自動車の「安全・快適・環境」性能の向上を通じて、持続可能なクルマ社会の実現に
貢献することです。
　「衝突しない車を作ろう！」。この創業者のひと言を究極の目標として、世界中で高品質・
高機能・高信頼性を追求しています。

カンパニー社長 鈴木 吉宣

CSR取り組みのポイント 人の命を預かる製品だから、「安全」のための品質保証に注力

カンパニーのミッション

査と意見交換を４月と１１月の２回開催しました。

　さらに日本の品質保証担当者が各地に赴き、生産現場で必要

とされる技術を伝授する「グローバル巡回品質塾」も適宜開催し

ています。互いの「認め合い」「競い合い」を合言葉に、世界の

生産拠点が心をひとつにして品質の向上に取り組んでいます。

各拠点の品質保証部門
マネジャーが集まり、
共通の品質課題を
話し合う「国際品質会議」
を開催しました

2007年度のトピックス
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独自の２次元画像解析技術で、運転者の顔の方向やまぶたの動きを検知。
ドライバーの安全な運転の支援に貢献していきます。

　自動車の「安全・快適・環境」に貢献するさまざまな電子部品

やシステムを世に送り出してきたＡＥＣカンパニー。　

　2005年に発売を開始した「第三世代レーザーレーダ」は、

前車との車間距離を適正に保つ「アダプティブ・クルーズ」や衝

突時の被害を軽減する「プリクラッシュ・セーフティ」などの快

適・安全システムを実現しています。また、著しく明るさの差が

ある場合でも、くっきりと映し出す高感度の「CMOSカメラ」を

開発。逆光下やトンネルの出口付近、夜間など、従来のCCD

カメラでは判別しにくかった状況下でも、白線や障害物などを

判別し、車外の状況をセンサで捉えることが可能です。さらに、

歩行者の存在を知らせる技術や、通行人の動きから飛び出し

の危険を予測する技術などの研究も進めています。

　2007年度は、「東京モーターショー2007」で上述の「ドラ

「衝突しない車」の実現に向けた先進技術の開発

ドライバーの視線の動きで
「わき見」や「居眠り」につながる状態を検知

イバ モニタ センサ」などの新たな技術を公開し、未来の車の

可能性を来場した皆さまにご覧いただきました。

　ＡＥＣカンパニーは、安全で持続可能なクルマ社会の実現を

目指し、究極の目標である「衝突しない車」の開発に車載部品

の分野で貢献していきます。

運転者側の過失による
交通事故の違反別発生状況

23,948

12,0004,0000 （件）

わき見検知
アプリケーション事例

ハンズフリーインターフェイス 居眠り検知
顔向き、視線からわき見運転を検地し、
事故を未然に防止

顔向き、視線を捉えることで、
手を使わずに機器を操作

目の開閉から居眠り運転を検出し、
事故を未然に防止

環境・社会に有益な製品の開発・提供

8,000

の分野で貢献していきます。

　ＡＥＣカンパニーは、交通事故を引き起こ

す原因のひとつである運転者の「わき見」

や「居眠り」しようとしている状態を検知す

る「ドライバ モニタ センサ」を2007年10

月に開発しました。

　このセンサは、あらかじめ車内カメラで

運転者の顔を撮影しておくと、独自の２次

元画像解析技術で、視線の方向やまぶた

の開閉状態をチェック。進行方向から長時

間目をそらしていたり、目を閉じているな

ど「異常につながる状態」を検知します。

また、顔向きや視線を変えることで、ラジオ

やナビゲーション機器などを手を使わずに

操作できるハンズフリーインターフェース

も実現でき、車の安全性と快適性を向上さ

せます。

　ＡＥＣカンパニーでは今後、持続可能な

クルマ社会実現に貢献していくために、

センサを組み込んだ運転支援システムの

実用化を自動車メーカーなどのお客様へ

提案していきます。

東京モーターショー
2007に出展し、
車の安全性・快適性に
貢献する新技術を
公開しました

安全不確認

前方不注意

交差点安全進行義務違反

動静不注視

ハンドル・ブレーキ操作不適

指定場所一時不停止など

歩行者妨害など

信号無視

安全不確認ドア閉放など

その他

※ 出典：警視庁の統計（平成18年）
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ソーシアルシステムズビジネスでの社会的責任への取り組みSSB

カンパニー内の全部署で全員が参加する「コンプライアンストーク」を継続

社会の「安心・安全」を支える者として
「事業そのものがＣＳＲ」
の実践に取り組んでいます

　ＳＳＢカンパニーの合言葉「事業そのものがＣＳＲ」にはふた

つの意味があります。ひとつは、製品やサービスを通じていち

早く社会のニーズに応えていくこと、もうひとつは自らが社会

に対して公明正大な事業活動を行うことです。

　社会のニーズに応えるという面では、「安心・安全」ニーズの

高まりに対応し、人や車などの動きを感知して最適に制御する

ことで事件・事故の防止や交通安全などに貢献する「ソーシャ

ルセンシング」に注力しています。また、こうした事業は社会

インフラの一端を担っており、小さな不具合が社会に大きな悪

影響を及ぼしかねないことを自覚し、市場最高レベルの品質確

保を目指しています。さらに、自動改札機の材料リサイクルな

ど、製品の環境負荷をライフサイクル全体で低減していくこと

に取り組んでいます。

　公明正大な事業活動という面では、コンプライアンスの徹底

を重視。ルールや制度を作るだけでなく、社員一人ひとりの意

識や日々の行動を改善していく取り組みを進めています。

　ＳＳBカンパニーのミッションは、社会インフラ領域で、時代のニーズを先取りした
ソリューションを提供することを通じて、安心・安全で快適な社会を実現することです。
　自動改札機、券売機などによる駅業務の省力化や、交通管制システムによる道路渋滞
の緩和、企業の資産を守るセキュリティ・システムの構築など、常に社会に暮らす人々の目
線、社会インフラを支える事業者の目線で、社会課題の解決にチャレンジしていきます。

カンパニー社長 藤原 啓史

2007年度のトピックス

CSR取り組みのポイント 「社会ニーズに応える製品・サービスの創造」と「事業活動の公明正大さ」

カンパニーのミッション

全部署で
「コンプライアンストーク」
を開催しています

　社会に「安心・安全」を提供する者として、まず自らが法と倫

理に則った事業活動を実践し、社会の信頼を得ることが不可

欠。そう考えるＳＳＢカンパニーは、2003年にカンパニー社長

と各事業部門のトップで構成する「企業倫理委員会」をカンパ

ニー内に設置し、月１回の定例会で、企業倫理の尊重と、法令

遵守のための施策を検討しています。

　さらに各部門では、管理職を含めて部門の全員が参加する

「コンプライアンストーク」を定期的に開催し、企業倫理や法令

遵守をテーマにした議論を重ねています。この議論によって明

らかになった各部門の課題や問題点は、毎月の企業倫理委員

会に報告され、その改善策などが検討されます。こうした仕組

みに、年１回の全社員アンケートなどのモニタリング機能を加

えたP･D･C･Aサイクルを継続的に回すことで、いち早く現場

の課題を吸い上げ、経営と現場が一体となって課題の解決に

努めています。2007年度は、個人情報などの情報セキュリ

ティをはじめ、ビジネスプロセスに直結した各種法令（派遣、下

請、独占禁止法など）の遵守をテーマとして取り上げました。

　今後も、公明正大で風通しの良い事業運営、職場環境を実

現し、社会に安心して受け入れられる企業であり続けることを

目指していきます。
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　オムロンが自動改札機の開発に着手した

のは1964年。当時は駅員が一枚一枚切符

や定期券を確認していたため、ラッシュ時の

改札口の混雑は大変なものでした。1967

年、初の自動改札機が設置され、混雑がし

だいに解消されました。その後、社会インフ

ラとして、世界中に普及していったのです。

　この「鉄道向け自動改札システムの開発・

実用化」に関する取り組みが2007年11月、

「IEEE※マイルストーン」として認定されまし

た。大阪大学、近畿日本鉄道㈱、阪急電鉄㈱

とオムロンによる「磁気式の乗車券・定期券

併用自動改札機の実用化に至る取り組み」

が「歴史的偉業」として評価されたのです。

　40年前に世に出たこのシステムは、今で

は通学中の子供が改札を通過したことを親

にメールで知らせるシステムまでに進化。

今後も人々の「安心・安全」を一層高度に実

現できるシステムへと磨きあげていきます。

※ IEEE（The Institute of Electrical and Electronics 
Engineers, Inc.）：電気･電子･情報･通信分野におけ
る世界最大の学会。

今では世界中の都市に当たり前のようにある駅の自動改札システム。
これを40年以上前に実用化したことが、国際的学会ＩＥＥＥから「歴史的偉業」として認定されました。

　お客様企業の資産（情報・人材・設備）を守る「セキュリティ事

業」を展開しているＳＳＢカンパニーでは、自らの情報セキュリ

ティ確立を経営における重要課題のひとつと位置づけています。

　そこで、2007年度から情報セキュリティマネジメントシステム

（ISMS※）の世界標準規格である「ISO27001」の認証取得に向

けた取り組みを全拠点で開始し、2008年２月には草津事業所が

認証を取得しています。2008年度には東京事業所が認証を取

得する予定で、2009年度までに全拠点で取得を完了することを

目標としています。また、認証取得後も継続的に改善を進め、情報

資産の適切な管理やアクセス管理の強化に取り組んでいきます。

　さらに、自社でのこうした取り組みの経験・ノウハウをお客様

に提供する製品・サービスに応用していくことで「安心・安全」

を求める社会のニーズに応えていきます。

さらなる情報セキュリティ強化に向けて、カンパニー全拠点でＩＳＯ27001認証取得へ

「IEEE マイルストーン」銘板

世界中の都市で活躍している
「自動改札システム」開発の先駆者として

初期の自動改札機が設置された阪急北千里駅（1967年）

認定対象となった自動改札システム開発の経緯

1962年 10月

1963年 11月

1964年　2月

1964年　8月

1964年　9月

1967年　3月

1971年　4月

1965年　2月
1966年　4月

近畿日本鉄道㈱が社内に「改札自動化準備委員会」を設置し、改札自動化に向
けた開発に取り組む。

自動改札機の開発は、近鉄から近畿車輛㈱技術研究所の自主研究となる。

近鉄が自動改札機開発のための研究会「サイバネティクス研究会」を発足。

大阪大学と近鉄が乗車券の通用区間判定のための計算方法を開発。

近鉄とオムロンが自動改札機試作のための共同開発をスタート。

近鉄とオムロンが自動改札機試作機（1～4号機）の製作、実証実験を実施。

阪急電鉄㈱とオムロンが上記試作機をベースに共同開発した自動改札機を
阪急北千里駅に実用機として設置。パンチカード式（定期券用）と磁気バー
コード式（普通乗車券用）。

オムロンと近鉄が磁気カード式自動改札機を開発、近鉄大阪阿部野橋駅を
はじめ19駅に設置。

環境・社会に有益な製品の開発･提供

全拠点で強固なＩＳＭＳを
構築するために、
社内ポスターなどによる
啓発活動を続けています

※ IＳＭＳ（Information Security Management System）：
情報セキュリティの観点で、自らのリスクアセスメントにより必要なセキュリティレ
ベルを決め、Ｐ・Ｄ・Ｃ・Ａサイクルに則って改善を行うことで、事業リスクを低減さ
せるマネジメントシステム。
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ヘルスケアビジネスでの社会的責任への取り組みHCB

カスタマーサービスへの評価が向上

「地球上の一人ひとりが
健康で健やかな生活を楽しむ」
そんな社会の実現に貢献しています

　家庭用健康機器の主要生産エリアである中国では、1991

年に事業を開始して以来、品質向上に努めてきました。その結

果、2007年度の品質保証検査での合格率は99.8％を達成

しています。また、2007年12月にはベトナムに生産拠点を

新設、中国で培ったノウハウを活かしながら、生産品質の向上

に努めています。

　日本では2003年に「問い合わせ」「パーツ販売」「修理」を一

貫して受け持つ「お客様サービスセンタ」を設け、ここに集約し

　オムロンヘルスケアでは、日本での生産拠点であるオムロン

松阪㈱に「お客様サービスセンタ」を設置し、お客様からのご質

問・ご意見・ご要望などをお受けしています。また、こうしたお

客様の声を製品開発などにタイムリーに活かしていく体制を構

築しています。さらに、第三者機関を利用した顧客満足度調査

を毎年１回実施し、その結果を踏まえて常に顧客満足度向上に

努めています。

　2007年度の顧客満足度調査では、電話応対の品質向上プ

ログラムに取り組んできたことの成果として、電話応対のマ

ナーや情報提供などの面をご評価いただいており、お客様の

満足度が向上していることがわかりました。

　また、お客様からの励まし、お礼などのお手紙は、その内容

をオムロンヘルスケア全社で共有し、自らの責任を改めて自覚

たお客様の声を製品開発に反映しています。そして、現在では

世界各地でサービス体制を構築しています。また、お客様の情

報を取り扱う当社では、プライバシーマークを取得するなど、

個人情報保護の強化にも取り組んでいます。

　製品開発では、「家庭で誰もが簡単に、正確に測れる機器」を

追求し、ユニバーサルデザインに注力しています。こうした努

力が認められ、2007年３月には、「体温計ＭＣ-６７０-Ｅ」が、ド

イツのｉＦプロダクトデザイン賞 金賞を受賞しました。

　オムロンヘルスケアのミッションは、「ホームメディカルケア」で家庭と医療機関をつな
ぎ、人々の健康で健やかな生活を実現することです。
　家庭で計測した血圧や体脂肪などの生体情報や運動の記録などの行動情報を、個人の
健康管理から医療現場まで共通に活用することで生活習慣病の予防・治療・疾病管理を
行う「ホームメディカルケア」をコンセプトに、家庭から医療現場まで幅広い領域で健康医
療機器・サービスを創造していきます。

オムロンヘルスケア㈱ 社長 山田 義仁

2007年度のトピックス

CSR取り組みのポイント 人々の健康を支える製品の「品質」と「使いやすさ」を追求

カンパニーのミッション

することで、さらなる品質向上につなげています。

　今後も、お寄せいただいた声を真摯に受けとめ、積極的に対

応していくことで、製品やカスタマーサービスのさらなる品質

向上を実現し、お客様満足度の一層の向上を図ります。

お客様の声を「誰もが簡単に、
正確に測れる機器の開発」
に役立てています
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厚生労働省が策定した｢健康づくりのための運動基準２００６｣
に沿った歩数計、活動量計を提供しています。

人々の健康を願って、世界各地で製品の寄贈や啓発活動を実施

生活習慣病の予防・治療・疾病管理を
サポートする新しい製品・サービスを創造

　オムロンヘルスケアは、世界中の人々が健康な生活を営むこ

とができるよう、世界各地で地域貢献活動に取り組んでいます。

　ベトナムでは、毎年７月１日のオムロンヘルスケア創立記念

日に小児科病院に体温計を寄贈。2007年度はベトナム国立

第２小児科病院に体温計を1,000本寄贈しました。さらに

2007年度は、アルゼンチン高血圧学会とブラジル高血圧連

盟に血圧計を寄贈。これら血圧計は、今後「家庭での血圧測定

の有用性」に関する研究に使われるなど、両国での「ホームメ

ディカルケア」の普及に活用されることが期待されます。

　また、被災地支援を随時行っており、日本では新潟中越沖地

震の被災地に体温計、血圧計を寄贈。2008年５月には中国

の四川大地震の被災地に、血圧計や体温計、血糖計などを寄

贈しました。

健康 予備軍 病気 イベント

ホームメディカルケアのコンセプト

歩数計

血圧計 血糖計
血圧脈波
検査装置

生体情報
モニタ

体重体組成計 心電計 セントラルモニタ 血圧検査装置

・メタボリック
 シンドローム

・高脂血症
・高血圧症

・糖尿病 ・脳梗塞
・脳卒中

・心筋梗塞
・心不全

家庭 医療

予防・治療・疾病管理

不健康な
生活習慣

内臓脂肪
型肥満

代謝機能
の不調

脳卒中、
心臓疾患、
重度の糖尿病
などに進行

動脈
硬化症

高血糖

高脂血

高血圧

メタボリックシンドローム

環境・社会に有益な製品の開発・提供

　また、日本では地域の小学校で社員が出張授業を実施してい

ます。2007年度は自社製品の電動歯ブラシを例にとり、製品

のリサイクルや規制化学物質撤廃の大切さを説明しました。

　今後も各国の拠点を通じた地域への社会貢献活動を積極的

に推進していきます。

　近年、日本では“メタボリックシンドロー

ム（内臓脂肪症候群）” が社会問題として浮

上し、2008年４月、40歳以上の健康保険

加入者を対象とした「特定健康診査・保健

指導」が実施されることとなりました。

　こうした状況の中、厚生労働省のガイドラ

イン｢健康づくりのための運動基準2006｣

に沿った製品として、ウォーキングの強さや

設定した目標がわかる歩数計や、家事など

も含めた生活全般での活動量が計測できる

機器を発売。また、当社の計測機器と生活

習慣改善プログラムを組み合わせた保健指

導ツールや、ＩＴを活用した生活習慣改善支

援アプリケーションなどを展開しています。

さらに、糖尿病やその予備軍の方が自分で

血糖値を測定できる「プレシジョン エクシー

ド」を2008年４月に発売し、家庭での健康

管理、生活習慣病チェックに役立つ生活習慣

病関連製品群をトータルに提供しています。

　今後、日本でのこのようなノウハウを活

かし、製品やサービスを世界に広げていき

たいと考えています。

小学校での出張授業では、
自社製品を例に、
安全性確保と環境保全の
大切さを説明しました

メタボリックシンドロームから疾患に至るプロセス
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オムロンでは従業員、顧客、株主・投資家、取引先、

社会（地域社会、国際社会、官公庁・自治体、NGO・NPOなど）を

主なステークホルダーと考え、ステークホルダーごとの期待に応え、

責任を果たすためのコミュニケーションを重視しています。

取引先

ステークホルダーとのかかわり

オムロンは、社会から信頼される製品を
提供するために、取引先さまと強固な
パートナーシップを築くことが重要であ
ると考えています。その実現のため、オー
プンでフェアな取引に努めています。

従業員
オムロンは経営指針に「個人の尊重」を掲
げ、求職者と従業員の多様性を尊重し、就
業や昇進についての機会均等を追求して
います。また、従業員による次世代育成を
支援することは、個々の従業員の生活だ
けでなく、社会全体の未来を豊かにしてい
くことであると考え、各種制度の拡充に努
めています。

株主・投資家
オムロンは経営指針に「株主との信頼関
係の構築」を掲げています。株主からの
信頼と期待に応えるために、積極的なコ
ミュニケーションに努め、収益の適切な
還元を図っています。

顧 客
オムロンは、経営指針に「顧客満足の最大化」を
掲げています。その基本は、品質を旨とし、安
全でよりよい製品を安定的に供給することにあ
ると考えています。環境や安全、健康に配慮し
た製品開発で、製品責任を果たしていきます。

社 会
オムロンは、経営指針に「企業市民の自覚
と実践」を掲げています。この指針のも
と、障がい者などの「制約ある人々」の
ＱＯＬ（Quality of Life）向上と、こうした
人々が自立し、個性を輝かせる社会づくり
を目指して、さまざまな社会貢献活動に
取り組んでいます。

社会的側面の報告
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グループ会社による障がい者の就労支援事業
2007年度の主な出来事と取り組み

障がいをもつ従業員みずから就労支援に従事

　オムロンは、CSRの重点課題のひとつとして「障がい者の雇

用と支援の強化」を掲げ、グループ全体で障がい者雇用を進め

るだけでなく、社会に対してさまざまな働きかけをしています。

　例えば、総合人財ソリューションビジネスを展開するオムロン 

パーソネル㈱では、2006年４月、障がい者の就業と雇用を

促進する新たな事業を立ち上げ、さらに、2007年8月には、

障がいをもつ学生の就職活動を支援するイベントを開始しま

した。

　これらは、オムロン パーソネルが、2004年からオフィスの

バリアフリー化、介護者常駐体制や在宅勤務体制の整備など、

障がい者が能力を活かせる職場づくりに取り組んできた中で

培ったノウハウを活かした活動です。

障がいのある学生を対象とした
「仕事の現場体感会」「就職活動支援セミナー」を開催

　オムロン パーソネル㈱は、2006年４月から、障がい者を対

象とした就職支援と、障がい者を採用する企業へのコンサル

ティングという双方向のサービスを展開しています。

　就職希望者に対しては、求人企業の紹介や就職活動に関す

るアドバイスをし、また、就職後も相談窓口を通してアドバイス

を続けます。アドバイザーを務めるのは、オムロン パーソネル

で働いている障がいをもった従業員。彼らが自分自身の経験

をふまえて、親身に相談に応じています。

　一方、求人企業に対しては、障がい者雇用に関連する法律や

各種助成金、働きやすい職場環境の整備などについての勉強

会を個別に実施するなどのサービスを提供しています。

　こうした活動の成果として、2007年には、15名の就職希

望者が求人企業に入社しました。

　学生向けの就職イベントは、従来から、さまざまなものが開

催されてきました。しかし、障がい者への配慮が十分になされ

ていないケースも多く、障がいのある学生から「通常のセミ

ナーや就業実習には参加しづらい」との声があがっていました。

そこでオムロン パーソネルは、2007年、障がいのある学生に

向けた新しいタイプの就職活動支援イベントを開始しました。

　まず8月に、4日間にわたる「仕事の現場体感会」を開催。障

がいのある従業員が働いているオムロン パーソネルのオフィ

スで、彼らが実際に働いている様子を見学し、仕事の体験談を

聞くとともに、すでに就職先が決まっている学生の就職活動体

験談を聞く場を提供しました。この「仕事の現場体感会」には

約50名の学生が参加。参加者からは、「責任をもって仕事を

こなしている姿に感動した」 「社会に出ることは大変だが、そ

れでも前向きに出ていこうと思った」 「働いている皆さんが生

き生きしていて、仕事ができる喜びを感じた」といった感想を

いただきました。

　さらに、8月と12月に、それぞれ3日間にわたって「就職活動

支援セミナー」を実施。障がいのある学生に適性検査やエント

リーシートの書き方、就職活動上の注意点などアドバイスする

このセミナーを、大学48校に案内し、19校から合計80名の

学生の参加を得ました。

　2008年以降は、こうした就職活動の支援を大阪・兵庫・滋

賀などでも開催する予定です。

仕事の現場体感会

就職活動支援セミナー

34



35

一人ひとりを大切にする職場を目指しています
従業員とともに

ワークライフバランス
中長期的な視点に立って、家庭と仕事の両立を
支援する「キャリア・リエントリー制度」

経営資源革新本部
人財センタ 労政部

有馬 拓

　オムロン㈱は、２００７年度に、中長期的な視点に立って、家

庭と仕事の両立を支援する「キャリア・リエントリー制度」の運

用を開始しました。

　この制度は、結婚や配偶者の転勤にともなう転居、妊娠、出

産、育児、介護などによって、働き続けることが難しくなって退

職した元従業員が、オムロンでキャリアの再開を希望する場合、

優先して選考するものです。選考の受付期間は退職後３年以

内とし、正規従業員として雇用します。

　この制度によって、「能力ある従業員の確保・活用」というオ

ムロンの雇用方針を実現していくとともに、「家庭と仕事を両立

させるキャリア・プラン」への従業員ニーズに応えていきます。

次世代育成支援
年次有給休暇を補う「不妊治療休職制度」
　少子化が日本の社会問題となっている状況にあって、オム

ロン㈱とグループ会社１４社では、２００５年度から不妊治療休

職制度を設けています。これは、年次有給休暇を上回る長期間

の休業が必要な、高度な不妊治療を受ける場合に休業を認め

るものです。

　また、オムロン㈱が会費の半分を拠出している、グループ従

業員の共済会「ＷＩＴＨ（ウィズ）」では、２００５年度から不妊治療

への補助金を支給しています。これは、従業員あるいはその配

偶者が治療を受けた場合、各市町村からの公的補助との合計

金額が治療費の実費を上回らない範囲で、通算２００,０００円

まで補助するものです。

　オムロンでは、家庭と仕事の両立支援に関する各種取り組みをこれまで積
極的に進めてきました。中でも、次世代を担う子供を養育する従業員に対し
ての支援としては、法定以上の内容の育児休職制度、育児短時間勤務制度な
どを設けています。

　従業員が家庭か仕事かの二者択一を迫られるこ
となく、安心して働き続けられる環境を整備するた
めに、２００６年４月にはオムロン初の企業内保育
所「オムロン京阪奈保育所（愛称：きらら京阪奈）」
を、２００７年７月には京都本社横に「オムロン京都
保育所（愛称：きらら京都）」を開設しました。現在
では、きらら京阪奈・きらら京都の両保育所あわせ
て、毎日２５名程度の従業員が利用しています。保
育所を利用する従業員からは、「働く妻もスムーズ
に仕事に復帰できました」「先生が親身になって育
児へのアドバイスをくださるので安心して預けられ
ます」などの声が届いています。
　今後とも、社会課題への対応、従業員ニーズの
充足の両面から、ワークライフバランスの浸透・実
現に取り組んでいきたいと思います。

企業内保育所を開設して、
従業員の子育てを支援しています
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雇用・処遇・就労環境／労働者の権利の尊重／教育研修／
雇用の機会均等・多様性確保／従業員との対話

WEBのみの掲載項目

労働安全衛生
従業員の健康づくりと健康維持のため
一人ひとりに併せた保健指導を実施
　2007年度は、休業をともなうほどの重大な労働災害は発

生しませんでした。これは、労働安全衛生に注力してきたこと

と、オムロンの生産ラインには危険有害作業が比較的少ないた

めです。

　一方、従業員の心身の健康増進の面では、生活習慣病をは

じめとする疾病予防を重視しており、健康管理センタが中心と

なって一人ひとりにあった保健指導を実施しています。また、

継続して取り組んできたメンタルヘルスに関しては、各種制度

を充実させる計画を進めています。

人権の尊重
グループの各職場で
人権意識の浸透と向上に取り組む
　オムロンは、差別のない職場、一人ひとりの人権を大切にす

る職場を目指して、「中央人権委員会」を核として、「人権委員

会」をオムロン㈱各拠点および日本のグループ会社に設置し

て、従業員の人権意識の浸透と向上に取り組んでいます。

　中央人権委員会が日本のグループ全体の方針や啓発テーマ

を立案。それらに基づいて、各職場の推進委員が人権啓発研

修や職場討議、人権標語の募集と優秀標語の選定、人権ポス

ターや立て看板の掲示などを担当しています。

　今後は、海外のグループ会社でも人権啓発活動を推進して

いくために、４つの事業地域（中国、アジア・パシフィック、米州、

欧州）それぞれにおける人権教育の内容を検討し、各社での実

施を支援していきます。

職場の多様性の尊重
障がい者雇用率2.82％
目標とする製造業トップ水準２.３％を達成
　オムロン㈱の障がい者雇用率は、２００8年3月現在で、法定

雇用率の１.８％を上回る２.82％となっています。これは特例

子会社での雇用を含むものであり、今後は特例子会社を含め

ない雇用率と目標未達部門における雇用率の向上に努めます。

　日本のグループ会社１７社を含めた平均雇用率は、２００8年

3月現在で２.30％で、目標とする製造業トップ水準２.３％を達

成しています。しかし、8社が法定の１.８％に達しておらず、今

後、これらの会社での障がい者雇用を促進します。また、新たに

グループに加わった会社や、従業員が56名を超えて新たに法

定雇用率達成が必要となったグループ会社に対する雇用促進に

も努めます。

女性の活躍の場を拡大するために
「女性リーダー養成研修」を実施
　オムロンは、GD-ⅡでＣＳＲの重点課題のひとつとして「女性

の活躍の場の拡大」を掲げてきました。性別を問わず、さまざ

まな分野で能力を発揮できる人材を雇用し、その能力を経営に

十分に活かしていくために、女性が働きやすい環境の整備、女

性管理職の登用などに取り組んでいます。

　その一環として、２００１年度から「女性リーダー養成研修」を

開始し、２００７年度には第４期の研修を実施しました。こうし

た取り組みの成果として、徐々に女性の経営基幹職（管理職・

専門職以上の役職に就いている者）、職場リーダーが増えてい

ます。２００８年３月現在、女性の経営基幹職は５名、職場リー

ダーである主事・主査は６９名となっています。

（年度）

労働災害度数率（日本）

2006 20072003

0.57

0.35

2004

0.38 0.39 0.39

2005

0.21

0.40 0.37

0.16
0.27

1.8
2.0 1.91.9 1.8

度数率=　　　　　　　　　　×100万時間災害による死傷者数
のべ労働時間

障がい者雇用率の推移（日本） ※各年度6月報告値

2006200520042003 2007（年度）

2.14

1.60
1.46

2.17

1.65
1.48

2.29

1.78

1.49

2.40

2.04

1.52

2.28

1.55

2.76

オムロン㈱（%） グループ（日本）（%） 日本全国平均（%）

グループ（日本）（%） 電気機械器具製造業（%） 全産業（%）



製品責任
安全性を、機能・性能、コストに優先する
ものと位置づけ

37

　オムロンでは経営指針のひとつである「顧客満足の最大化」

を実現するために、製品・サービスの品質向上に取り組んでき

ました。品質を決定する要素の中でも安全性は、機能・性能・

コストに優先するという考えのもと、企画・開発から生産・販売・

保守・廃棄にいたるまでの事業活動の全段階で、製品・サービ

スの安全性の確保・向上に取り組んでいます。

　ものづくり革新本部では、製品の安全性確保・向上への社会

的な要請の高まりに応えて、また、オムロンの海外生産比率が

上昇する中、「不良品を入れない、作らない、出さない」という

製品安全の基本を世界中で徹底するために、ものづくりの基盤

となる技術を一層強化していく体制を整えました。

品質保証
品質マネジメントシステムを確立し、
P・D・C・Aサイクルを徹底
　オムロンでは、グループ全体の品質保証規定として「品質基

本方針」を定めるとともに、事業部門やグループ会社ごとに「品

質マニュアル」を策定し、品質保証システムを確立しています。

また、これまでに５つの事業部、日本のグループ会社15社、海

外のグループ会社20社で品質マネジメントシステムの国際規

格 ＩＳＯ９００１の認証を取得。各組織では、「改善のための年度

ごとの実行計画策定」「達成状況の評価」「次の改善への反映」

というＰ・Ｄ・Ｃ・Ａサイクルを徹底しています。

　また、万一、重大なクレームが発生した場合は、被害を最小

限に止め、迅速に品質改善を実行していくために、情報を経営

トップ層に早く、正しく、漏れなく伝え、経営の最重要課題とし

て対処していく体制を整えています。

製品とサービスの品質向上に努めています
顧客とともに

　生産体制のグローバル化が急速に進むオムロンでは、世界中で製品の品
質保証体制の強化に取り組んでいます。２００６年９月に全カンパニーのもの
づくりにおける生産性と品質を横断的に強化する専門組織として設置した
「ものづくり革新本部」では、メーカーの基本である「不良品を入れない、作ら
ない、出さない」という品質方針を世界中で徹底するために、さまざまな取り
組みを進めています。

　ものづくり革新本部では、以前から不良品を生ま
ない取り組みに力を注ぎ、取引先さまの生産ライン
の品質を保証する「ライン認定制度」を実施してい
ます。これは、オムロンの技術者がグローバル統一
基準で世界各地の生産ラインを実際に評価しなが
ら、オムロンの品質基準が保たれていることを認定
するものです。
　２００７年度は、このライン認定を拡大し、２００８
年３月時点で世界１５ヶ国、３００ラインを認定しま
した。その結果、全調達部材カテゴリーの６５％で
優良と認定した取引先さまからの調達が可能とな
りました。今後は、本社集中購買部門との連携を強
め、取引先さまとパートナーシップを構築して、さ
らなる品質向上に貢献していきます。

ものづくり革新本部
部品評価グループ

青木 則茂

製品の品質を保証するために、
ライン認定制度を拡大しています
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ユニバーサルデザイン
電子体温計 MC‐670‐Eが
「ｉＦプロダクトデザイン賞」金賞を受賞
　誰もが使いやすい製品を社会に提供していくために、オム

ロンヘルスケア㈱では製品開発の各段階でユニバーサルデザ

イン評価を実施し、ユーザビリティ品質の確保を図っています。

また、約１,２００名のモニターの方々に開発中の製品をご使用

いただき、頂戴したご意見を開発に活かしています。

　販売後も、カスタマーサービスセンタやご愛用者カード、顧

客満足追跡調査などを通じて、使用後のお客様のご意見やご

要望を分析。時にはお客様を訪問して使用シーンを観察させ

ていただき、課題を抽出するなど、さまざまな方法で情報を収

集し、ユーザビリティの向上に努めています。

　こうした取り組みの成果として、２００７年度は当社の電子体

温計「ＭＣ-670-Ｅ」がｉＦプロダクトデザイン賞※金賞を受賞。

脇に挟みやすい平らな感温部、検温結果の読みやすい大型の

液晶画面、手になじみやすい丸みを帯びた本体形状など、子ど

もから高齢者まで誰もが見やすく、使いやすいデザインが高く

評価されました。
※ iFプロダクトデザイン賞（ｉF Product Design Award）：1953年からドイツの
ハノーバー工業デザイン協会が主催。ヘルスケア製品、家電製品など12のカテ
ゴリーごとに優れた工業デザインを選定。審査基準は、美しさ、機能性、創造性、
安全性、環境への配慮など。

名が参加しました。

　2008年度には、カンパニーで実施する研修も含めて、「継

続的な人材育成」という観点から品質教育の体系を再整備する

ことを検討しています。その一環として、新入社員や昇格者に

対する品質教育を強化することを予定しています。
※ FMEA（Failure Mode and Effect Analysis）：故障モードとその影響の解析
の略。さまざまな故障の可能性について、それらの発生頻度、影響度、検出頻度
によって、重要度を明確にし、設計段階で対策を立てる事前管理手法。

品質保証システムへの監査に加えて
「顧客の視点」からの品質監査を開始
　ものづくり革新本部の品質・環境センタでは、事業部門やグ

ループ会社に対する「品質監査」を実施しています。これは、各

組織が「品質基本方針」に基づく品質保証システムを確立・運

用していることを確かめるために、エビデンス（証拠書類）など

をチェックリストに従って検証するものです。

　２００８年度からは、この品質監査を継続するとともに、品質

保証システムを一層向上させるために、新たに「品質リスク監

査」の実施を計画しています。これは、お客様からクレームが

あった製品などの事例をもとに、安心、安全、信頼にかかわる

品質活動が機能しているかどうかをお客様の視点で確認する

ものです。

　そして、お客様の要求の把握、過去のトラブルの再発防止、

実際に使用する立場に立っての安全評価や品質保証システム

を総合的に見直し、是正・改善しています。

各カンパニーで、そして全社で
品質を担う人材を育成
　オムロンでは、各カンパニーがそれぞれ品質管理・品質保証

にたずさわる人材の育成に取り組んでいます。さらに、全社的

な取り組みとして、各階層の従業員を対象とする「品質研修」

や、開発・設計、品質保証の担当者を主な対象とする「ＦＭＥＡ※

研修」を実施しています。

　２００７年度にも品質研修を開催し、部課長セミナーに１７９

名、リーダー層研修に４９名が参加。また、ＦＭＥＡ研修には、７８

品質保証体制

【本社機能部門】
ものづくり革新本部
品質・環境センタ

社　
　

長

統
括
事
業
部

品
質
保
証
部
門

事　

業　

部

品
質
保
証
部
門

生
産
工
場

品
質
保
証
部
門
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※1本社品質・環境センタ：オムロンの品質に関する基本的施策を策定し、各事業部
門の監査を実施して全社の品質保証活動を推進する。

※2カンパニー事業部品質保証部門：事業部門における品質システムを構築し、企
画・開発設計、生産、営業、据付、付帯サービスにおける品質保証活動を統括する。

※3生産工場品質保証部門：製品の品質を造り込み、かつ保証する活動を実行する。
工場内および市場品質状況の把握と改善活動を行う。

使いやすいデザインが評価された電子体温計

取引先への要請／製品情報・広告／顧客との対話

WEBのみの掲載項目

ISO9001認証取得状況WEB

※2 ※2 ※3

※1



下請法の遵守
公正な取引の「基本」と位置づけて
従業員への各種教育に注力

欧姆龍（中国）有限公司
深圳分公司 企画課

林 小虹
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　オムロンでは、取引先さま・委託先さまとの取引を公正に進

めていくうえでの基本ともいえる下請法に関する従業員教育に

注力しています。

　取引先さま・委託先さまの窓口を担当する従業員には、社外

講習の受講や監督官庁への不明点問い合わせなどによって、

必要な知識の習得を図っています。その他、グループ全体の従

業員を対象とするe-ラーニングの仕組みを通じて、下請法遵守

への意識向上に努めています。

　2007年度は、このe-ラーニングのコンテンツとして、具体

的事例を解説する「応用編」の追加を行いました。追加された

コンテンツも含め、日本のグループ会社において、調達・購買

の業務に従事している305名の従業員が受講を完了しました。

引き続き、下請法の遵守を徹底するため、従業員向けの教育内

容の拡充に努めていきます。

ＣＳＲ調達の推進
「パートナー」としての関係を強化するために
個別面談会を実施
　オムロンは２００７年４月に、日本の主要な取引先さまと面談

会を実施しました。この中で、担当役員よりオムロンのＣＳＲ調

達についての基本的な考えをお伝えしました。

　そして、事業の発展とともに社会的責任を果たすことを基本

に、品質確保や環境保全、また人権尊重や適正労働に関する事

項など８項目について、遵守をお願いする依頼書を配布し、取

引先さまとＣＳＲについての考えを共有しました。8項目の具体

的な実践として、「求人・雇用における差別の禁止」や「児童労

働、強制労働の禁止」、「適切な労働環境の整備」などが盛り込

まれています。

　また２００７年１１月には、日本の主要な取引先さま６９社に対

してＣＳＲに関するアンケートを実施。回答の分析から、主な取

引先さまのＣＳＲ取り組みの実態が確認できました。

　今後は、こうしたＣＳＲ調達の取り組みを、順次世界各エリア

で展開していきます。

　オムロンは世界中の生産拠点でさまざまな資材を約2,700社か
ら調達し、購買方針である「オープン」「フェア」「グローバル」に基づ
いた調達・購買プロセスで、サプライチェーン全体でのCSR活動強
化を図っています。
　調達量の拡大が著しい中国では、他エリアに先立ってＣＳＲ調達を
推進しています。２００６年度から、現地の主な取引先さまとＣＳＲ条
項を含む購買契約の締結などに取り組んできました。

　取引先さまにもCSRを果たすことを求める条項を含ん
だ購買契約の締結は、２００７年度は累計２４９社に達しまし
た。これによって取引先さま全体の８１％で、契約の締結が
完了しました。
　また、2008年２月には、中国の生産拠点において現地
の主要な取引先さま25社に対し、人権・労働、安全衛生、
環境、公正取引・倫理、品質・安全性など、CSRに関する多
項目のチェックアンケートを試行しました。
　その結果は、先行して行っていた日本でのアンケート結果
と合わせて分析し、サプライチェーン全体のCSR活動状況を
把握する仕組みづくりに活用していきたいと考えています。

取引先さまのＣＳＲ活動状況を把握するため、
アンケートを試行しました

パートナーと持続可能な関係を築いています
取引先とともに
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SRI（社会的責任投資）

IRコミュニケーション活動

国際的なSRIインデックスへの組み入れ
　オムロンは、CSRの取り組みが評価され、モーニングスター

社の「社会的責任投資株価指数」とエティベル社の「サステナ

ビリティ・インデックス」という、ふたつの国際的なＳＲＩイン

デックスに組み入れられています。また、厚生年金基金連合会

が創設した「コーポレート・ガバナンスファンド」など数社のSRI

ファンド、エコファンドの組み入れ銘柄にもなっています。

（2008.3.31現在）

　今後もオムロンのCSRの取り組みを幅広く投資家の皆さま

に知っていただくことを目指して、対話を重視したIR活動を進

めていきます。

め利益配分に関しては、内部留保の確保を優先しながら、残余

利益は、可能な限り株主の皆さまに還元していく方針です。

　年間の配当金については、最低２０％の配当性向を維持すると

ともに、株主資本配当率（ＤＯＥ）２％※を当面の目標としています。

　また、長期にわたって留保された余剰資金は、自己株式の買

入などによって株主の皆さまに還元していく方針です。
※株主資本配当率（DOE）＝株主資本利益率(ROE)×配当性向

「対話」を通じたコミュニケーションの充実を目指して
　オムロンは、ＩＲの基本方針として「対話」による双方向コミュ

ニケーションを掲げ、対話機会の充実を図っています。

　個人投資家向けには、会社説明会や投資家フェアなど47件

のIRイベントを実施、約9,000名の方々との「対話」を行いま

した。機関投資家向けには、社長自らが国内外の投資家を訪問

する個別面談、決算・業績説明会や電話会議、IRカンファレン

スへの参加など、670件以上の｢対話｣を実施しました。また、

新たな取り組みとして、社長とアナリスト・投資家との意見交換

会を開催し、中長期的な経営に対する双方の考えを共有し、コ

ミュニケーションを深める活動を始めました。加えて、対話型

のIR活動をサポートするツールとしてウェブサイト内のIRペー

ジの充実を図りました。

株主への利益還元
最低20％の配当性向と、
株主資本配当率（DOE）2％を目標に
　オムロンは、事業を拡大していくためには研究開発費や設備

投資などの成長投資が不可欠であると考えています。そのた

「事業状況説明会」で、各カンパニーの
注力事業・製品を詳しくご説明しました

“対話”を重視したIR活動を進めています
株主・投資家とともに

グループ戦略室 経営IR部

藤本 正憲

配当金／内部留保／有利子負債／研究開発費WEB

　2007年６月21日に開催したオムロン㈱の株主総会では、従来
の社長による業績概況説明に加えて、新たに「事業状況説明会」を実
施。各カンパニーのトップとオムロン ヘルスケア㈱社長が、総会にご
出席の株主の皆さまに、それぞれ注力する分野や製品について説明
しました。

　今回の株主総会では、株主の皆さまにより深くオムロン
を知っていただくための「事業状況説明会」を実施しました。
皆さまからは、「具体的な事例が聞けてよかった」「今後の事
業展開の計画がよくわかった」などのご意見を頂きました。
　また、出席者は過去最高の５８６名。さらに、書面とインター
ネットを通じて議決権を行使された方を含めると総数８,０３３
名となり、議決権行使率は７７.８％になりました。
　株主の皆さまのご意見を経営に反映していくために、こ
れからも、さまざまな工夫を凝らしていき
たいと思っています。



従業員のボランティア活動支援
「エコボラン」活動で
従業員のボランティア活動を促進

Yapendik Eiｒene小学校校長

Ｍｓ．Ｊｕｌｉｅｎ Ｍａｓｓｉｅ
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　オムロンの東京の2つの拠点では、２００６年度から「エコボ

ラン」活動を実施しています。これは、「環境家計簿の実施：3０

ポイント／年」などのように、従業員の環境保全活動やボラン

ティア活動に応じて、会社がポイントを積み立て、累計ポイント

を金額に換算して全社の社会貢献活動に資金を拠出するもの

です。

　２００７年度も、社員の活動によって１年で累計９,８２０ポイン

トを積み立てることができました。また、積み立てられたポイン

トで、ＮＰＯ法人森づくりフォーラムさまに植樹祭用の苗木１５０

本を贈りました。２００８年度には、オムロンが創業７５周年を迎

えるにあたり、記念事業の一環としてエコボラン活動を全世界

の全従業員を対象に実施します。

創業記念日「オムロンデー」の活動
世界各地で約１０,２００人が一斉に
社会貢献活動を実施
　オムロンは創業記念日の５月１０日を「オムロンデー」と定め、

世界中のオムロングループの事業拠点で従業員によるさまざ

まな社会貢献活動を展開しています。

　２００７年度は、オムロン㈱の従業員約３,７００人、日本のグ

ループ会社の従業員約１,７００人、海外のグループ会社の従業

員約４,８００人の総計約１０,２００人が、世界各地で社会貢献活

動に取り組みました。また、２００７年度の新しい取り組みとし

て、大阪の事業拠点で「新貿易システム（フェアトレード）で国際

協力を考えるワークショップ」を開催しました。グループ会社で

は、オムロンフィールドエンジニアリング㈱が老人福祉施設で

の車いすの清掃を、オムロン飯田㈱が地元福祉施設での清掃

などの活動を行いました。

世界中で「良き企業市民」として活動しています
社会とともに

　本校では、約７０名の児童の多くが、貧困などに
よって恵まれない状況にいます。
　「オムロン・アウトリーチ」では、全児童に週１回、
栄養豊富な食事が、また週５回、牛乳と栄養価の高
い軽食が、さらに学用品が支給されます。おかげ
で、勉学への意欲も高まってきました。破れたカ
バンと使い古したノートを使っていた子どもたち
は、「通学カバンと教科書をもらえてとても嬉しい。
毎日、牛乳を飲めるのも楽しみだ」と言っています。
　今後も本校へのこうした支援を続けていただく
ことを願っています。

恵まれない子どもたちのために、
食事や学用品の支給が役立っています

オムロンデー活動一覧WEB

　OMRON ASIA PACIFIC Pte. Ltd. （シンガポール）は、２００７年７月に
東南アジアの貧困地域で暮らす人々を支援する「オムロン・アウトリーチ
（Outreach：地域社会への奉仕・援助・ 福祉）」活動を開始しました。
　その最初のプログラムがインドネシアのジャカルタ北部にあるYapendik 
Eirene小学校の児童たちに対するPT OMRON ELECTRONICS （インド
ネシア）との共同支援活動です。インドネシアには数百万人の非就学児がお
り、児童労働やストリートチルドレンの問題もあります。そこで、このプログラ
ムでは、まずは約１０ヶ月間、食事や学用品を提供することで、恵まれない子
どもたちの通学を支援しています。



障がいのある子どもたちとの交流（イギリス）

自然センターの除草（アメリカ）

無料血圧測定（大連）

マングローブの植林（タイ）

42

社会貢献投資の分野別内訳
福祉工場の自立を促し、全体の拠出額は減少
　２００７年度は、社会福祉分野が増えたものの、科学技術分

野で減少しました。また、福祉工場であるオムロン太陽㈱およ

びオムロン京都太陽㈱での自主・自立を目指した事業構造へ

の転換の結果、全体として９,５００万円減少となりました。

分野別活動
５つの分野で支援活動を継続
　オムロンでは、科学技術、社会福祉、文化芸術、国際交流、地

球環境の５つの分野で社会貢献活動を推進しています。

　２００７年度も、立石科学技術振興財団や京都オムロン地域

協力基金を通じた科学技術および社会福祉での支援を行いま

した。また、大分国際車いすマラソン、全国車いす駅伝競走大

会など障がい者スポーツへの協賛も継続的に行っています。

　国際交流では、世界中の恵まれない子どもたちのために、編

み物を贈るプロジェクトへの参画や、プランジャパン主催のフォ

スタープランの支援も継続的に行っています。

地域社会との共生を目指して
　良き企業市民として地域社会との共生を目指すオムロンで

は、各地域における法令・ルールを遵守するだけでなく、それ

ぞれの地域社会の慣習や文化を尊重し、地域住民や地域団体

との積極的なコミュニケーションを通して相互理解に努めてい

ます。

　２００７年度は、ＮＰＯ法人「きょうとＮＰＯセンター」と、京都府

をメンバーとして社会貢献基金「きょうと元気な地域づくり応援

ファンド」の創設について対話をしました。

海外でのコミュニティ参画
中国エリア
　大連では、毎年続けている無料血圧測定を2007年度も実

施。また血圧測定と肥満管理についての市民講座を会社施設を

使って行うなど、地域の方々の健康促進を支援しています。

　北京や上海では、公園な

どの清掃や敷地内の植樹を

行ったほか、障がいのある子

どもたちと交流の機会を持

ちました。

米州エリア
　アメリカでは、自然センターや公園での除草などを行いまし

た。また、性暴力やＤＶ被害者支援センターなどでのチャリティ

パーティに参画するなど、社会問題に対する活動支援も行って

います。

　ブラジルでは、老人ホーム

や保育所などを訪れ、介護

補助などを行いました。

欧州エリア
　イギリスでは、障がいのある子どもたちとの交流の場をもちまし

た。また子どもたちが通う養護施設に専用器具などを寄付しました。

　オランダでは、喘息患者の

ための募金活動や筋力低下

の疾患をもつ患者のための

チャリティイベントに参画し

ました。

アジア・パシフィックエリア
　シンガポールでは、心臓病患者への経済的な支援を行って

いるシンガポール心臓病財団への寄付を行いました。

　マレーシアでは、国際救援組織ワールドビジョンとの協働で

恵まれない子どもたちのための断食２４時間募金活動を実施し

ました。

　タイでは、海岸線の侵食

の激しい地区で、保全のた

めのマングローブ植林活動

を行いました。

自然災害への対応

WEBのみの掲載項目

国際交流・環境・その他
2,352,139

文化芸術
14,952,670

災害支援
750,000

社会福祉
74,374,575

科学技術
44,774,025

自主プログラム
387,662,067

社会貢献活動支出の内訳

合計
524,865,476

（円）

地域住民・団体とのコミュニケーション



環境的側面の報告
オムロンは、企業価値の長期的最大化とともに、

持続可能な循環型社会への貢献を目指しています。

そのために、６つの領域で2010年までの目標を明示した

環境経営ビジョン「グリーンオムロン２１」を制定しています。

環境経営ビジョン
「グリーンオムロン21」

全員が高い
環境意識を持ち活動

環境配慮型商品、
環境貢献商品の創出環境に優しい事業活動

企業経営への
環境の組み込み

エコ・マインド

企業価値の長期的最大化

社会の発展
持続可能な循環型社会への貢献

21世紀企業の創造

エコ・マネジメント エコ・プロダクツエコ・ファクトリー／
ラボラトリー／オフィス

エコ・コミュニケーションエコ・ロジスティクス
社会への環境情報公開と

環境貢献活動
環境に配慮した物流

2007年度の活動を報告するにあたり、過去のデータを精査し、必要な修正を加えました。
その結果、2006年度報告書の報告数値と異なっている項目があります。ご注意
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有害物質が検出された土壌・地下水の浄化対策
2007年度の重要な出来事と取り組み

注入井戸と遮蔽壁を設けて、浄化対策を完了

　２００７年度、オムロン草津事業所敷地内の土壌・地下水か

ら、環境基準値を上回る揮発性有機塩素化合物が検出されま

した。この原因は、2４年前に廃止した部品洗浄作業で使用し

ていた薬品の漏洩にあると推測されます。

　また、岡山事業所でも土壌や地下水から環境基準値を上回

る有害物質が検出されました。これについては、事業所操業以

前に敷地にあった廃棄物処分場の廃棄物が主な原因であると

推測されます。

　当社はＣＳＲ推進企業として、いずれの汚染に関しても、これ

らの事実を真摯に受け止め、地域住民の皆さまに一日も早く

安心していただけるよう、浄化対策を進めています。

※1 トリクロロエチレン：脱脂力が大きいため、洗浄剤として1980年代頃まで広く
用いられていた。日本では1989年に第二種特定化学物質（継続的に摂取する
場合、人の健康を損なうおそれがある物質）に指定され、環境基本法により基準
値が定められている。

※２ シス-1, 2-ジクロロエチレン：トリクロロエチレンの分解物質。トリクロロエチ
レンと同様、環境基準法で基準値が定められている。

※3 宙水：不透水性の粘土層などのために、下位の地下水の本体と分離した形で存
在する地下2メートル前後の溜まり水。

草津事業所

万全を期して、自主的な浄化対策を実行
　岡山事業所（岡山県岡山市）では、敷地内の土壌、宙水※3、

地下水から土壌汚染対策法の「特定有害物質」である鉛、フッ素、

砒素、シアン、PCB、ホウ素などが検出されました。自然由来と

考えられる砒素、フッ素、ホウ素を除き、すべて事業所操業以前

に埋め立てられていた廃棄物が原因であると推測されます。

　事業所周辺では、地下水が飲み水として利用されておらず、

特定有害物質も検出されていません。また、汚染レベルも低

いことから、岡山市は「周辺地域の生活に影響はない」という見

解を発表しています。しかし当社では、万全を期すために、揚

水井戸と水処理装置による地下水・宙水の浄化、汚染箇所の

土壌入れ替えなどの対策を自主的に進めています。 

岡山事業所

　草津事業所（滋賀県草津市）で検出された揮発性有機塩素化

合物は次のとおりです。土壌からはトリクロロエチレン※１が最

高で基準値の1.6倍、シス-1,2-ジクロロエチレン※２が最高で

基準値の16.3倍、地下水からはシス-1, 2-ジクロロエチレン

が最高で基準値の17倍が検出されました。1983年までプレ

ス部品洗浄にトリクロロエチレンを使用しており、何らかの理

由でこれが土壌に漏れ、残留・分解したものと推測されます。

　当社は敷地境界内側に約50本井戸を設置し、即効性のある

方法でシス-1,2-ジクロロエチレンを分解し、敷地外へ流出す

る地下水を浄化しました。また汚染土壌の周りを遮蔽壁で囲い

込み、汚染地下水の流出を防ぐとともに、遮蔽壁内の汚染土壌

を鉄粉で還元することで浄化し、監視を継続しています。これ

らの浄化は2010年に完了する予定です。

草津事業所で検出された有害物質と浄化対策

地下
水

シス-1,2-
ジクロロ
エチレン

●排水処理設備
　による浄化
●注入井戸の設置
　による浄化

●土壌汚染エリアの
　囲い込みと浄化

37 9 0.68 0.04 17

シス-1,2-
ジクロロ
エチレン

トリクロロ
エチレン

土壌

調査
井戸数

基準値
超過数

最大値
（mg/ℓ）

基準値
（mg/ℓ）

最大
汚染
倍率

浄化対策項目

草津事業所での鉄粉混合浄化工事

岡山事業所の
揚水井戸工事

21 2 0.049 0.03 1.6

21 5 0.65 0.04 16.3
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企業価値最大化と持続可能性の両立を目指して
環境マネジメント

　今回のグループ環境監査では、当社の環境パ
フォーマンスを第三者的な立場から確認してい
ただいたことで、内部監査では気づきにくかっ
た幾つかの課題を抽出できました。また環境通
達の周知方法や低公害車の導入計画などに関
して的確なアドバイスも頂き、円滑な取り組み
につなげることができました。さらに当社と廃
棄物処理会社様との契約内容の一部不備を指
摘いただくなど、環境リスク、リーガルリスクの
低減にも役立ちました。

組織の壁を越えた「グループ環境監査」は、
全体の目標達成のためにも有効です

カンパニー
専門部会

カンパニー
環境委員会

事業所 事業所

グループCSR行動委員会

ものづくり革新本部
品質・環境センタ

グループ環境推進部会

環境経営会議 議長：社長
委員：執行役員
役割：グループ全体の統括

グループ環境
委員会

委員長：環境担当執行役員
メンバ：カンパニーおよび本社部門代表者
役　割：環境経営会議の意向を反映し、
　　　　環境経営課題の審議・決定を行う機関

各カンパニー

社　　長

ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル
ー
プ

ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル
ー
プ

環境経営推進体制

オムロン武雄株式会社
品質・環境部

システム推進課 マネージャー

野口 正和

　オムロンでは、環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）に基づく「サイト
内部環境監査」と「外部審査機関による定期審査」に加え、本社環境部門によ
る「グループ環境監査」を実施しています。
　２００７年度は日本１１拠点、海外２拠点でグループ環境監査を実施しまし
た。「グループ環境監査」では、法規制の遵守状況、環境汚染リスク低減対策、
グループ環境行動計画の推進状況を重点的に監査。組織の壁を越えてグ
ループ全体を横断的に見渡しています。

環境経営推進体制
グループ全体の施策を
各カンパニーが事業内容にあわせて活動
　オムロンは環境保全を経営の重要課題のひとつと位置づけ、

2002年に環境経営ビジョン「グリーンオムロン21」を制定。

企業価値の長期的最大化と持続可能な循環型社会形成への貢

献を目指して、エコマインド、エコマネジメントなどの６つの活

動領域を定めています（P43参照）。

　この「グリーンオムロン21」に基づいて、グループ全体を統括

する「環境経営会議」のもとに置いた「グループ環境委員会」が

グループ環境施策と目標を決定し、「カンパニー環境委員会」が

それら施策・目標を事業内容と整合させながら自律的な活動を

計画し、これを各事業所で実行しています。

　また「ものづくり革新本部」の品質・環境センタがグループ環境

施策の企画・推進を担っており、「グループ環境推進部会」ではグ

ループ共通の環境施策や課題について必要によりワーキンググ

ループを設置して専門的に検討し、環境委員会に上程しています。

環境経営度評価制度WEB

監査項目、監査結果と改善指摘項目WEB



環境会計
約53億円を投資し、経済効果は約10億円に
　２００７年度は、日本の４９拠点で環境会計を導入しました。

２００７年度の環境保全コストにおける環境投資額は約２億円、環

境費用額は約５１億円で、２００６年度比で環境投資額は約１億円

減少、環境費用額は８億円増加し、合計では７億円増加しました。

　環境保全効果は、拠点増加によりエネルギー、廃棄物排出量

などすべてが２００６年度より増加したため悪化しました。経済

効果は､有価物売却益が2006年度から約1億円増加し、約

１０億円になりました。また、原材料投入量の削減により費用の

節減も図ることができました。

環境リスクマネジメント
PCB無害化処理完了を目指して
　PCBを含む電力コンデンサ、変圧器、蛍光灯安定器などを

「PCB廃棄物特別措置法」に基づいて保管・管理しています。

保管にあたっては、厳重な漏洩防止対策、台帳管理による数量

把握および定期的な監視を行っています。今後は、日本環境安

全事業㈱の広域処理の進捗に合わせて、無害化処理を完了す

る予定です。

　2007年度の保管量は拠点の増加により、高濃度PCB電力

コンデンサが5台、低濃度PCB変圧器1台が増加しています。

環境マネジメントシステム
全世界で計７0拠点が
ＩＳＯ14001認証を取得

従業員への環境教育
ｅ-ラーニングによる環境教育の拡大
　環境経営には従業員の意識と知識の向上が不可欠であり、

環境教育や啓発活動を重視しています。

　２００4年度からスタートしたe-ラーニングでの環境教育で

は「京都議定書と地球温暖化問題」「規制化学物質調査マニュ

アル概要」などの９つのコンテンツを整備し、4年間の受講完了

者数はのべ8,22０人を超えています。

　また環境啓発活動としては、環境月間（６月）における講演会

の開催、環境提案と環境標語の募集を継続実施しているほか、

「環境家計簿」を従業員に奨励して家庭での省エネルギー活動

促進を図っています。

　2008年度は創業75周年

記念グローバルイベントとし

てエコボラン（P41参照）を

合言葉に環境保護活動やボ

ランティア活動を積極的に推

進していきます。

エリア別ISO14001認証取得拠点数

日本
北米
欧州
アジアパシフィック
中国
合計

 45
 3
 3
 5
 14
 70

PCB含有機器保量（日本）

変圧器

電力コンデンサ

蛍光灯安定器

0

70

376

19

0

0

種類
高濃度PCB（台）

保管量（台数）

低濃度PCB（台）

2007年度　環境教育受講者数（日本）

階層別環境教育

環境有資格者教育

環境e-ラーニング

種別

エリア 拠点数

内容 受講者数（人）

新入社員向け環境教育（本社主催）
新入社員向け環境教育（事業所主催）
一般社員向け環境教育
経営基幹職向け環境教育
内部監査員教育
影響評価者教育
製品アセスメント・レビュアー教育
9コンテンツ

114
481

9,359
561
190
138
30

1,022
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製品アセスメント・レビュアー研修

ISO14001認証取得拠点一覧WEB

環境保全コスト、環境保全効果、経済効果WEB

　オムロンでは、環境経営の「基礎」として、環境マネジメントシ

ステムの構築を重視し、グループ全体でＩＳＯ１４００１認証取得

を推進しています。

　２００７年度は、海外6拠点が新規に認証を取得し、２５拠点

となりました。日本は拠点の統廃合で2006年度より１２拠点

減少し４５拠点となりました。この結果、グループ全従業員

３５,４８６人中、２９,２０８名（８２％）が認証取得拠点に所属して

いることになります。 
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6つの領域で継続的な活動に取り組みました
グループ環境行動計画の目標と実績

テーマ 2007年度目標 2007年度実績

エコ・マインド

エコ・
コミュニケーション

環境教育

環境啓発

環境会計

汚染管理／
環境リスクマネジメント

環境ISO取得推進

エコ商品の開発／提供

規制化学物質削減・
全廃商品の創出
グリ－ン調達の推進
製品リサイクル／
リユ－ス

CO2削減活動の促進

廃棄物削減／
リサイクル

PCB廃棄物の
無害化処理推進

PRTR法対象物質の
削減

事業所での
省資源活動推進

大気汚染防止

水質汚濁防止

物流領域でのCO2排出
量削減活動

物流領域での
省資源活動推進

環境コミュニケ－ション
（報告書、サイトレポ－ト
の発行）

環境コミュニケ－ション
（環境広告、展示会）

環境社会貢献活動

•環境教育プログラムの運用定着

•環境月間講演会の実施継続
•環境提案と標語募集継続
•環境家計簿の実施継続

•海外グループ会社への展開準備

•環境関連法規制違反、汚染事故、環境クレーム0件
の継続

•ISO14001認証維持と拡大

•新基準に基づくエコラベル商品化率目標の達成

•規制化学物質（鉛、カドミウム、水銀、六価クロム）
の全廃継続
•グリーン仕入先からの調達継続

•新たな製品リサイクル／リユースに着手

日本
•生産拠点は2003年度基準で生産高原単位を
4％削減
•非生産拠点は2003年度基準で排出量を2％削減
海外
•生産：2002年度基準で生産高原単位を5％削減

日本
•生産拠点は1998年度基準で生産高原単位を
17％削減 
海外
•生産拠点でゼロエミッション達成

•高濃度PCB無害化処理実施
•低濃度PCB含有変圧器の無害化処理検討

•2005年度生産高原単位を維持

•2005年度総量を維持

•2005年度生産高原単位を維持

•2005年度総量を維持

•日本　原単位削減目標の達成
•海外　原単位削減目標の設定

•リターナブルシステムの運用継続と経路拡大
•ストレッチフィルムからグリーンバンドに切り替え

•報告書の発行継続と情報開示の充実
•報告対象範囲の拡大

•ウェブサイトでの環境情報発信の継続
•環境展示会への出展継続
•メディアでの環境情報発信の継続
•各拠点で地域と連携した社会貢献活動の実施
•小学生への環境授業の実施

•環境教育プログラムを運用継続
•e-ラーニング 1,022人受講完了
•環境月間講演会の開催（6月）
•環境提案 1,362件の応募
•環境標語 8,706件の応募
•環境家計簿 3,207人参加
•目標変更により取り組まず
•自主的な土壌調査の結果、草津、岡山事業所で基準値
オーバーを確認。土壌汚染対策法には抵触しないが、
行政に報告し自主的に情報開示を行った。
•2１拠点で土地、建物、化学物質の使用履歴を調査実施
•海外グループ会社6社で新規に認証取得
•新基準を策定したが目標設定は未完
•旧基準に基づくエコラベル商品化率は19％

•全廃継続

•グリーン仕入先からの調達継続
•駅務システム機器の回収部材のリサイクル実施
•新たな製品リサイクルは未着手
日本
•生産拠点：2003年度比10％増加
（新拠点を加えると49％増加）
•非生産拠点：2003年度比4％増加
（新拠点を加えると5％増加）
海外
•生産拠点：2002年度比19％減少
日本
•生産高原単位は1998年度比12％削減
（新拠点を加えると10％削減）
海外
•生産拠点でのゼロエミッション未達成
•処理施設の2007年度の高濃度PCB処理計画に該当
事業所なし
•低濃度PCB含有変圧器の調査実施完了
•排出量：2005年度比排出量25％減少
（新拠点を加えた場合25％減少）
•移動量：2005年度比173％増加
（新拠点を加えた場合148％増加）
•OA紙：2005年度比9％削減
（新拠点を加えると8％削減）
•水：2005年度比18％削減（新拠点を加えると13％増加）
•ＮＯｘ：2005年度比76％削減
（新拠点を加えると78％削減）
•ＳＯｘ：2005年度比56％削減
（新拠点を加えると60％削減）
•BOD：2005年度比4％削減
（新拠点を加えると0.3％削減）
•COD：2005年度比3％削減（新拠点を加えると7％増加）
•日本、海外の削減目標設定は未完了
日本の排出量：6,018トン（昨年度比5％削減）
海外の排出量：52,757トン（昨年度比40％削減）

•流通センターと工場間のリターナブルシステム構築完了
•グリーンバンドへの切り替え試行中、本格導入は今後

•「企業の公器性報告書」発行（6月）
•日本でグループ会社4社を対象に含め、開示を拡大

•ＣＳＲウェブサイトの更新（7月）
•びわ湖環境ビジネスメッセ（10月）、エコプロダクツ（12月）
•日経エコロジーへの環境広告掲載（2008年2、3月）
•京都モデルフォレスト活動（11月）
•小学校での環境出前授業（5校、約400名）

※新拠点：オムロン プレシジョンテクノロジー㈱、オムロン セミコンダクターズ㈱、多摩ファインオプト㈱、㈱エフ・エー・テクノ

エコ・マネジメント

エコ・プロダクツ

エコ・ファクトリー／
オフィス／
ラボラトリー

エコ・
ロジスティクス
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評価 2008年度目標 2010年度目標 参照ページ

•環境教育プログラムの運用継続

•環境月間講演会の実施継続
•環境提案と標語募集継続

•目標見直し

•草津事業所は浄化工事完了後の浄化状況のモニタリング
•岡山事業所の浄化対策を継続実施

•環境ISO認証維持の継続と拡大

•新商品のエコラベル商品化率：10％

•全廃継続
•ＲＥＡＣＨ対応の体制構築とＩＴ化検討
•グリーン仕入先からの調達継続

•新たな製品リサイクル／リユースの検討

新拠点を組み込んで基準年度値を見直す
日本
•生産拠点は2003年度基準で生産高原単位を5％削減
•非生産拠点は2003年度基準で排出量を2.5％削減
海外
　生産拠点は2002年度基準で生産高原単位を6％削減

日本
•生産拠点で生産高原単位を1998年度比19％削減
海外
•生産拠点でのゼロエミッション達成

•処理会社の高濃度PCB処理計画に沿って無害化処理対応

•2005年度生産高原単位を維持

•2005年度総量を維持
　(2006年度以降追加拠点は、追加時点の量を維持）

•2005年度生産高原単位を維持

•2005年度総量を維持
　(2006年度以降追加拠点は、追加時点の量を維持）

•排出量削減目標の設定

•運用継続

•報告書の発行継続と情報開示の充実
•報告対象範囲の拡大

•ウェブサイトでの環境情報発信の継続
•環境展示会への出展継続
•メディアでの環境情報発信の継続

•社会貢献活動の実施継続

•環境教育プログラムの維持継続

•環境啓発施策の充実

•目標見直し　

•0件の継続

•環境ISO認証維持の継続と拡大

•新基準に基づくエコラベル商品化率目標の達成

•全廃継続
•ＲＥＡＣＨ対応のＩＴ化完了
•グリーン仕入先からの調達継続

•新たな製品リサイクル／リユースの定着

•日本のCOP3目標達成（1990年度比－8.6％）

　

日本
•生産拠点で生産高原単位を1998年度比22％削減
•全拠点でゼロエミッション達成

•処理会社の高濃度PCB処理計画に沿って無害化処理
対応

•生産高原単位を維持

•総量を維持

•生産高原単位を維持

•総量を維持

•削減目標の達成

•運用継続

•報告書の発行継続と情報開示の充実
•報告対象範囲の拡大

•環境フォーラムの開催

•社会貢献活動の実施継続

：未達成評価 ：目標達成 ：目標を一部未達成

P46

P46

P46

P44

P46

P54

P54

WEB

WEB

P50～51

P52

P46

WEB

P52

WEB

WEB

P51

WEB

WEB

WEB

WEB



環境マスバランス
環境省新ガイドラインに準じて集計
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　事業活動は、天然資源の消費、CO2や有害物質の排出など、

さまざまな形で環境に負荷をかけます。

　そんな環境負荷を低減するために、オムロンでは、環境省の

「環境報告ガイドライン2007」に準じて、事業活動におけるエ

ネルギー・資源の投入量（INPUT）と廃棄物・排気・排水などの

排出量（OUTPUT）を世界70拠点で把握、集計し、環境マス

バランス（物質収支）を分析し、対策を講じています。

　２００７年度の環境マスバランスは、日本でのＭ＆Ａによるグ

ループの拡大、海外での生産量増加を要因として、ほぼすべて

の項目で増加しました。

　２００８年度は、日本では新拠点を含めた削減目標の見直し、

海外では生産量増加にともなう環境負荷低減に取り組んでい

きます。

投入量と排出量をグローバルに把握しています
環境マスバランス

日本/海外 日本/海外

OUTPUTINPUT

梱包材使用量
1,831t / 3,982t
（2006年度実績1,719t/3,609t）

エネルギー使用量
（電気・ガス・燃料）
2,316TJ / 1,456TJ
（2006年度実績1,624TJ/1,370TJ）

OA紙使用量
208t / 105t
（2006年度実績233t/87t）

水使用量
111万m3/ 107万m3

（2006年度実績89万m3/95万m3）

水循環利用量
18万m3（日本）
（2006年度実績6万m3）

化学物質
リサイクル量
21 t（日本）
（2006年度実績14t） 

化学物質使用量
84t / 231t
（2006年度実績64t/168t）

使用済み製品
リサイクル量
3 t（日本）
（2006年度実績10t）

リサイクル

リサイクル

原材料投入量
金属材
8,341t / 6,486t
（2006年度実績7,913t/6,080t）
成形材
4,444t / 3,740t
（2006年度実績3,805t/2,473t）

原材料
リサイクル量
93 t（日本）
（2006年度実績123t）

容器包装材使用量
2,843t / 1,260t
（2006年度実績1,975t/1,222t）

廃棄物排出量
6,803t / 7,938t
（2006年度実績5,949t/8,346t）

化学物質排出量 7t / 27t
（2006年度実績5t/25t）

移動量 7t / 26t
（2006年度実績5t/24t）

BOD 16t / 8t
（2006年度実績14t/14t）

COD 6t / 104t
（2006年度実績6t/102t）

NOx排出量 38t / 2t
（2006年度実績53t/3t）

SOx排出量 22t / 2t
（2006年度実績18t/2t）

CO2排出量
94,030t / 62,963t
（2006年度実績65,795t/60,251t）

CO2

INPUT（投入） OUTPUT（排出）

製品製造に投入する成形材料・金属材料
製品個装に使用する紙・プラスチック
製品輸送に使用するダンボール
工場・研究所で使用する規制化学物質（PRTR法対象物質）取扱量
工場・オフィスで使用する電力会社からの購入電力
エネルギーとして使用する都市ガス・LNG・ＬＰＧ
エネルギーとして使用する灯油・軽油・重油
水道水・工業用水・地下水
工場・オフィスで使用するコピー用紙

事業活動にともなって生じた産業廃棄物・
事業系一般廃棄物および有価物
大気、土壌、公共水域への排出量
廃棄物、下水道への移動量
微生物で水質汚濁をなくすのに必要な酸素量
酸化剤で水質汚濁をなくすのに必要な酸素量
電気・ガス・燃料の使用にともなって発生する二酸化炭素
ガス・燃料の使用にともなって発生する窒素酸化物
ガス・燃料の使用にともなって発生する硫黄酸化物

：
：
：
：
：
：
：
：
：

：

：

：
：
：
：
：

原材料
容器包装材
梱包材
化学物質
電気
ガス
燃料
水

OA紙

廃棄物

化学物質

BOD
COD
CO2
NOx
SOx

※日本のデータは新拠点を含む。

サイトレポートWEB
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グループ全社で環境経営を推進しています
事業活動での環境負荷軽減

　生産プロセスを改善し、資源利用率の向上や

汚染物質の排出を低減することは企業の社会

的責任であるだけでなく、企業競争力の強化に

もつながります。

　今回の「清潔生産企業」の認証取得は、これ

まで継続して行ってきた、全従業員一丸となっ

たきめ細やかな環境保全活動が評価された結

果だと考えます。

　当社はこれからも省エネ・省資源・汚染防止

などの活動に取り組み、環境に配慮した製品を

市場に提供していきます。

地球温暖化防止
基幹設備の総合的省エネ対策が必要

全従業員によるきめ細やかな
環境保全活動が評価されました

　日本では「２０１０年度にＣＯ２排出量を１９９０年度比で８.６％

削減する」という目標を掲げ、日常的な省エネ活動の徹底、省

エネ設備の導入、太陽光発電システムの設置、ＣＯ２排出の少な

い燃料への転換などを推進しています。

　２００７年度のＣＯ２排出量は２００６年度比２％増の６７,３９３

ｔ-ＣＯ２となりましたが、Ｍ＆Ａにより拠点が増加、新拠点を含め

ると２００６年度比４３％増の９４,０３０ｔ-ＣＯ２となります。また、

海外への生産移転によって生産量が減少したことから、生産高

原単位も２００６年度年比４９％増となり、排出量、原単位ともに

目標未達成となりました。

　２０１０年度目標の－８,６％を達成するために、２００８年度は

当社製エネルギー監視システムを日本の全生産拠点に導入、

エネルギーの「見える化」を推進して、空調、熱源、照明などの

基幹設備の総合的な省エネ対策の強化を図る計画です。これ

と合わせて、高効率機器の導入、京都メカニズム活用などさま

ざまな対策を講じて、ＣＯ２削減目標の達成を目指します。

発電機の余熱利用装置

電鍍廃水
循環利用システム

22種類に分別を徹底し、
再資源化を向上

環境保全型
冷媒への切替

　ＥＣＢカンパニーの中国における中核生産拠点である欧姆龍電子部件（深
圳）有限公司が２００７年６月に、中国広東省政府から「広東省清潔生産企業」と
して認証されました。「清潔生産」とは、省エネルギー、省資源、少廃棄物排出
でのものづくり方式を意味し、持続可能な事業活動を推進している企業が認
証を取得することができます。２００７年度の認証企業は４０社で、日系企業数
社も取得しています。

CO2排出量推移（日本）

既存拠点 排出量（t-CO2） 新規拠点 排出量（t-CO2）
生産高原単位（1990年度比）（％）

欧姆龍電子部件（深圳）
有限公司
品質環境部

品質環境科 科長

黄 麗花

※ 各種燃料のＣＯ2換算係数は環境省の係数を使用。
※ 電気は電気事業連合会発表の全国平均受電端係数を使用。 
※ 2010年度の目標値は新規拠点を追加した目標（1990年度比ｰ8.6％）。

エネルギー別使用量WEB

（年度）20031990
（基準年）

2004 20062005 2007 2010
（目標値）

61,060 62,303 66,968 66,577 65,795

100

81,877
94,030

83 89 95
83

125

77



海外―省エネ活動の推進により
生産高原単位は削減
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環境に配慮した物流

　日本では、巡回輸送ルートの見直しや混載便・共同便の拡大な

ど輸送効率の改善に取り組みました。また、各工場で行っていた

海外委託生産品の検査機能を集約するなど輸送量の削減に取り

組んだ結果、ＣＯ２排出量は２００６年度比で５％削減しました。

　海外輸送では、輸出入拠点の集約、航空便から高速フェリー

へのモーダルシフトを推進し、ＣＯ２排出量を４０％削減しまし

た。２００８年度も輸送効率改善やモーダルシフトを促進し、

ＣＯ２排出量削減に取り組みます。

　一方、荷主責任としてのCO2削減に取り組むため、サプライ

チェーンにおける物流データを再集計し、エネルギー消費原単

位による削減目標設定に向けた調整を進めましたが、数値設定

は2008年度に持ち越しました。

（年度）

CO2排出量推移（海外）

生産高原単位（2002年度比）（%）
20032002 2004 2005 2006 2007

51,367 56,605 60,251

（年度）

物流におけるCO2排出量推移

20042003 2005 2006 2007

日本 排出量（t-CO2）排出量(t-CO2) 海外 排出量（t-CO2）
海外 輸送量（t）日本 輸送量（t）

56,686
66,595 63,554

87,505

6,700 6,383 6,640 6,018

「見える化」による運用改善P・D・C・Aサイクル

　２００７年度は「ＣＯ2排出量を生産高原単位で２００２年度比

５％削減する」ことを目標に省エネ活動に取り組みました。生産

量が２００６年度比で２９％増加したことにより、ＣＯ2排出量は

５％増の６２,９６３ｔ-CO2となりましたが、エネルギー使用効率

の改善指標である生産高原単位は２００６年度比１９％減となり

目標を達成しました。

　海外拠点でも日本同様に日常的な省エネ活動の徹底、省エ

ネ設備の導入などを推進して、生産高原単位の年１％以上削

減に継続して取り組みます。

32,491

輸送効率改善やモーダルシフトを促進し
輸送量を削減

ＣＯ2以外の温室効果ガス削減の取り組み
　「いつ・どこで・なにが・どれだけ」エネルギーを消費したかが

具体的に見えることで、設備稼働のムダ、ムラを抽出し、運用

改善へとつなげていく取り組みを開始しました。

　エネルギー監視システムで全消費量を計測、そのデータを

設備機器台帳と結びつけて「省エネ設備マップ」を作成します。

設備マップをもとに本来の消費量を推測し、実測値と比較する

ことでムダ、ムラを抽出、改善策を講じて、その効果を検証、次

の改善策につなげていくというＰ・Ｄ・Ｃ・Ａサイクルを構築し、

２００８年度は日本で約３,０００ｔ-ＣＯ２の削減を目指します。

エネルギー「見える化」の取り組み

事業活動での環境負荷軽減

100

71

149

97

136134

6,356

52,757

16,986 20,353
15,332 17,215 13,452

88,20091,261
97,138

91,482

104,898

43,755

62,963

　オムロンではＣＯ２以外の温室効果ガスは一部の製造工程で

しか使用しておらず、グループ全体として削減目標は設定して

いませんが、拠点ごとに削減対策に取り組んでいます。

　半導体の製造工程でＰＦＣ、ＨＦＣ、ＳＦ６などの温室効果ガスを

使用し、年間４３,５００ｔ-ＣＯ２を排出しています。しかし、除外装

置の設置により９８.７％を削減す

ることができました。

　今後も、温暖化係数の低いガス

への切り換えや、新規製造ライン

への除外装置設置などに継続して

取り組みます。 

※各種燃料のCO2換算係数は日本の係数を使用。

PFC除外装置
エネルギー
監視システム

状態の
分析

目標の
設定

計 測

対策の
実施

［見える化］

改善策検討、
効果予測

ムダ・ムラ
の発見

対策実施、
効果測定



　事業活動で発生する廃棄物の100％再資源化・再利用化を

図るゼロエミッションの取り組みでは、日本において2004年

度に全生産拠点で達成し、維持・継続しています。

　また非生産拠点では、2007年度は新たに8拠点が達成し

ましたが、再資源化率は、2006年度と変わらず96％でした。

一方、海外の生産拠点ではゼロエミッションを推進中です。

　今後、ゼロミッション達成拠点では、再資源化レベルの向上

を図るためマテリアルリサイクルを推進するなど、資源の高度

循環活用に取り組んでいきます。

ゼロエミッション活動

　日本では「水使用量を２００５年度使用量（９８万m3）に維持

する」ことを目標に削減に取り組んだ結果、２００６年度より

１０％減の８０万m3となり目標を達成しました。しかし、新規拠

点を含めると１１1万m3となります。海外では生産量増加によ

り、２００６年度より１２％増加し、１０７万m3となりました。

　新規拠点の1つであるオムロンセミコンダクターズ㈱では、

半導体の製造工程で金属イオンや微生物などの不純物をほ

とんど含まない純度１００％の水（超純水）を１日約６００m3使

用しています。これは一般家庭が１日に使用する量の２,４００

倍に相当します。そのため、超純水造水システムを導入して

５５％の水を回収、処理後に再び

超純水にリサイクルして削減に

取り組んでいます。

　２００８年度は日本では新規拠

点を含めた目標値への見直し、

海外は削減に向けた取り組みを

開始する計画です。 超純水造水システム

資源の有効利用
水資源の使用量を抑制　

廃棄物削減の取り組み

　2007年度、日本の廃棄物の排出量は6,803トンで、2006

年度比で854トン増加しました。これは、生産拠点では生産量

の増加によって231トン、集計対象拠点の増加によって683

トン増加し、非生産拠点では廃棄物削減の取り組みによって59

トン減少したためです。生産高原単位では10％の削減にとど

まり、1998年度基準で17％削減という目標は達成できま

せんでした。

　一方、海外の廃棄物の排出量は7,938トンで、2006年度

比408トン減少しました。これは、生活系廃棄物の処理方法変

更によるものです。

　今後も、原材料削減や生産効率の改善に努め、またサプライ

チェーンの源流から廃棄物を出さない取り組みを進めます。

日本の生産拠点で生産高原単位を改善

水使用量推移

（年度）

日本 既存拠点 使用量（万m3） 日本 新規拠点 使用量（万m3）
海外 使用量（万m3）

2007

111 107

2005

98

75

2003

84

50

2004

94

64

日本 生産高原単位（1998年度比）（％） 海外 生産高原単位（2002年度比）（％）

（年度）

日本 既存拠点 排出量（t）
海外 排出量（t）

日本 新規拠点 排出量（t）

2007

日本 再資源化率（％） 海外 再資源化率（％）

最終処分量と再資源化率推移

（年度）

日本 排出量（t） 海外 排出量（t）

2003 2004 2005 2006 2007

96

83

96

77

99

78

97

89

96

廃棄物排出量推移

96 35 55

1,238
1,447

572

33 40

610

844

100 100

1998 2002

5,718

67

93

2003

4,504
3,3053,301

2004

70

99

4,693
3,906

2005

81

123

6,006
5,234

2006

78

139

5,949

8,346

90

6,803
7,938

116

83

2006

89 95

廃棄物種類別一覧WEB
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※ 2007年度の日本の新規拠点の最終処分量は2ｔ、再資源化率は96％。

（基準年）（基準年）



製品・サービスの環境配慮
オムロン製品の環境保証を
確実なものとするために
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　今後も製品アセスメントの運用徹底を図り、オムロン製品の

環境保証を確実なものにしていきます。

　製品ライフサイクルの各段階で環境負荷を低減するととも

に、各国の法規制や基準を遵守した製品（エコプロダクツ）を創

出するために、製品の企画・開発・設計段階で製品アセスメント

を実施しています。この製品アセスメントは、開発者以外の第

三者である製品アセスメント・レビュアーが、客観的データをも

とに環境負荷を事前に評価する仕組みで、2005年度から日

本・海外の全生産拠点で全製品を対象に運用しています。

　2007年度は、製品アセスメント・レビュアー育成を継続実

施し、新たに30人を養成、認定しました。また、最新の法規制

に対応できるよう、製品アセスメントに中国版RoHS対応の評

価項目を追加しました。

製品アセスメント目標の設定
•アセスメント対象
•環境負荷低減要素

•アセスメント項目
•環境負荷低減目標

製品アセスメントの実施
•製品アセスメント要件書／仕様書／結果書

エコ／エコラベル商品の認定
【エコ商品】：製品アセスメントの目標を達成した商品
【エコラベル商品】：エコ商品の中でエコラベル認定
　　　　　　　　 基準を満たす商品

エコラベル
認定商品

エコ商品
認定基準

エコラベル
認定基準エコ商品

商品企画

開発・設計

認定

エコプロダクツ創出の流れ

欧姆龍（大連）有限公司
品質保証課 課長代理

張 軍良

　血圧計や体温計などの健康機器を製造する
欧姆龍（大連）有限公司では、規制対象３１機種
に対して含有物質を徹底して調査し、取り扱い
説明書に有毒有害物質の名称とその含有量、製
品に環境保護使用期限年数、個装箱に包装リサ
イクル標識の表示を行っています。また、第２ス
テップ開始に向けて、有害物質または元素の含
有規制と第三者認証の動向を調査中です。
　オムロンの基本方針である「環境を保証した
製品をお客様に継続して提供する」ために、蛍
光Ｘ線分析装置による製品含有部材の検査や、
サプライヤーへの継続的な適否調査などによっ
て、今後も規制に対応した製品開発と生産を
行っていきます。

　オムロンでは、EUのＲｏＨＳ指令に対応するため、指令で規制される化学
物質（鉛、カドミウム、水銀、六価クロムなど）の全廃に取り組み、2006年3
月に対応を完了しています。
　一方、ＥＵのＲｏＨＳ指令に続き、中国版ＲｏＨＳ（電子情報製品汚染抑制管理
弁法）が２００７年３月に施行されました。規制物質と許容濃度はＲｏＨＳ指令
とほぼ同じですが、第1ステップ：有害物質の含有有無の表示、第2ステップ：
含有製品の販売規制、の２段階に分けて施行されます。
※環境保護使用期限年数：正常な使用において、製品に含有する有毒有害物質が漏洩などに
より環境や人体に損害をおよぼさないことを保証する期間。

生産・開発・営業と連携し、
中国版RoHSに対応しました

エコプロダクツの創出と、化学物質の含有量　　
製品の環境負荷軽減

環境保護使用期限年数※

包装リサイクル標識



厳格に基準を設定して
｢エコ商品｣と｢エコラベル商品｣を創出

規制化学物質削減
独自の情報システムを運用し
16物質群の非含有を保証する体制を継続
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　オムロンでは、有害性が懸念される物質、部材、設備などは

使わないとする基本方針のもと、規制化学物質の削減ならびに

全廃に取り組んでいます。

　2006年12月には、部材、製品への非含有を保証する対象

物質を、オムロン独自の基準から電機・電子業界の「グリーン調

達調査共通化協議会」基準に準拠した16物質群に改めました。

　また、対象物質の非含有を管理するため、2003年に構築し

た独自の「部材含有化学物質調査支援システム（Rechs※1）」

と「環境保証製品設計支援システム（E-Warps※2）」の活用を

徹底しています。

　2007年度は、EUで施行されたREACH規則※3への対応

検討を進めましたが、2008年度も引き続きREACH規則

対応への体制構築を図るほか、情報システム化も検討して

いきます。
※1 Rechs：仕入先における規制化学物質に関する情報をインターネット経由で収
集するシステム。

※2 E-Warps：Rechsで収集した情報を用いて、製品開発、製品アセスメント、お客
様への情報開示などを支援するシステム。

※3 REACH規則：EUにおける化学物質の登録・評価・認可および制限に関する
規則。

　オムロンでは１９８８年から、製品アセスメントの環境目標を

達成した製品を｢エコ商品｣､その中でさらに高いレベルの環境

負荷低減基準をクリアした製品を｢エコラベル商品｣に認定して

います。2006年度にはこれらの認定をシステムやソフトウェ

ア商品の認定へと拡大するために基準を改定し、2007年度

から適用を開始しました。

　２００７年度に認定したエコラベル商品は31件で､新製品に

対する割合は19％でした。2007年度に販売されたエコラベ

ル商品によって1年間に省エネルギー1,201万kWhの効果

が見込め、また省資源効果では金属材料とプラスチック材料を

合わせて243tの削減ができました。2008年度は新基準に

基づきさらなるエコラベルの創出に取り組んでいきます。

•部材含有化学物質
　調査シート
•部材全廃誓約書
•部材不使用証明書

部材含有化学物質調査票

製品含有化学物質
調査シート
製品不使用証明書

部材含有化学物質
調査支援システム
（Rechs）

環境保証製品
設計支援システム
（E-Warps）

含有化学物質調査票
環境
保証
製品

環境
保証
部材

オムロン

グリーン仕入先認定基準
•ISO14001、またはEMAS同等の第三者認証取得
　（国、地方自治体などが支援する環境管理認証制度など）
•使用禁止物質、全廃物質を含まない部材の提供と保証
　（部材の規制化学物質含有情報の提供）

部材環境情報

グリーン
仕入先認定

製品
環境情報

お客様

部材・原材料仕入先

環境保証製品提供の仕組み

2007年度エコラベル商品事例

従来別々の装置であった，車両
ナンバーの認識装置と車両画
像の撮影装置を一体化するこ
とで、消費電力を69％削減し
ました。

消費電力を69％削減
車両認識撮影装置
（3P5JZ-01,02）

エコラベル認定商品による環境負荷低減効果の推定
省エネルギー効果（万kWh）

（年度）2003 2004 2005 2006 2007

1,060 1,015

省資源効果（t）

（年度）2003 2004 2005 2006 2007

1,6181,618 0,0000,000

1,201

　削減に取り組んでいます

1,313

幅広い用途に対応する汎用温
度調節器形E5□Nシリーズの
高性能タイプです。小型化によ
り主要材料（電源トランス）の質
量を従来比65％削減しました。

主要材料を従来比65％削減
サーマックNEO温度調節器
（デジタル調節計）（E5□N-Hシリーズ）

1,357

262
232

255 243

416

エコラベル商品一覧WEB
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　2007年12月、例年通り私は、オムロンの経営トップ、5つの社内カンパニーの幹部社員、主なスタッフ部門の部門長に
お会いして、オムロンのCSR活動の進捗状況と最新情報を確認しました。オムロンはGLNからの提言に対して、常に敏感か
つ前向きに対応されていると思います。

オムロンにおける取り組み

　オムロンの活動は、CSRに関する企画、方針の策定、CSRの事業への組み込みの面で大きな進展を遂げました。オムロン
は「グランドデザイン2010」の中で、CSRを企業価値の向上をもたらす重要な要素として捉えています。また戦略面でも、
CSRのグローバルリーダーとしての評価を確立し、よりよい社会をつくるための技術開発や普及を目指すビジョンをCSRに
よってさらに推し進め、国際的に評価される企業になるという大きな目標を掲げています。

　さらに、この戦略の実現に向けて詳細な計画とスケジュールづくりを進めています。これを見ても、企業の果たすべき責任
として、また企業のパフォーマンス尺度の一つとしてCSRを確立しようとするオムロンのこだわりの強さがわかります。
　現在CSRチームは、ステークホルダー・エンゲージメントの推進・拡大に取り組んでいます。こうした取り組みは、従来かかわ
りのなかったステークホルダーに至るまで取り組みの範囲を広げていこうとするオムロンにとって大きな一歩となるはずです。

　また、長年にわたって取り組んできた環境配慮型製品やユニバーサルデザイン活動をさらに拡大・深化させるため、努力
を重ねています。これらの取り組みの相乗効果により、オムロンのCSRへの取り組みは着実に前進を遂げていると思います。

さらなる前進に向けて

　今回オムロンが行った重要なCSR課題を特定するプロセスは、オムロンが大きな躍進を遂げるチャンスです。CSRをブ
ランド価値とリンクさせる以外にも成果の期待できる道があるのではないかと、私は新たな方向性を示唆しました。BtoB企
業として社会・環境面での課題を把握することで、革新的な製品や事業プロセスを生み出し、顧客の温暖化防止対策や人々
のQOL向上に貢献できるはずです。オムロンの長年にわたる画期的な技術の経験は、大きな強みとなるでしょう。

　私はまた、CSRについての目的や目標の設定、施策や計画においては、より具体的であるべきだと提案しました。さらに「自
主的な」基準の採用によって海外事業をいかに強化していくか、より戦略的な思考も可能になるでしょう。重要課題の把握、
戦略の策定、さらに戦略の実行プロセス革新にあたって、ステークホルダーの積極的な参画を促す過程を明らかにしていく
事も、オムロンにとってプラスになるはずです。

　オムロンのCSRパフォーマンス向上に向けての持続的な取り組みに敬意を払うとともに、新年度に向けてさらなる飛躍を
期待します。

第三者コメント

スティーブ・ロックリン氏によるオムロンのCSR取り組みに対する評価

スティーブ・ロックリン
アカウンタビリティ社 北米代表
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　当環境品質研究所は、「企業の公器性報告書」の第三者審査の実施に備えて、貴社の「企業の公器性報告書2008（2007
年4月1日より2008年3月31日まで）」に記載されている重要な環境パフォーマンスデータ集計のための仕組みに関する
調査（以下、事前調査）を実施いたしました。この事前調査は、保証又は証明を行うものではありませんが、事前調査の結果、
発見された事項を以下のとおり要約し、ご報告いたします。
　なお、この事前調査は、貴社の重要な環境パフォーマンスデータの詳細な検討そのものを目的としたものではなく、第三
者審査の受入れ体制の整備の一環として実施したものであるため、環境管理及び環境情報開示の分野におけるすべての問
題点を網羅したものではありません。

1．環境パフォーマンスデータの算定方法
　環境パフォーマンスデータの算定・集計にあたって各事業所が本社品質環境部に報告する様式が統一的に整備されてお
り、算定方法や記入要領も比較的わかりやすく記載されています。しかしながら、事業所において算定された一部の環境パ
フォーマンスについて算定誤りが見受けられましたので、本社品質環境部が作成する様式に算定方法をより明瞭に記載する
とともに、誤りなく算定できるように算定書式を一部改善することが望まれます。

2．環境情報管理システムのレベルアップ
　国内グループ会社では2003年度より「環境情報管理システム」を導入し、環境パフォーマンスデータの報告・集計が行わ
れており、適切に運用されていることが確認できました。
　また、現在、環境パフォーマンスデータのグローバル管理の強化のため、海外グループ会社も活用できる新しい「環境情報
管理システム」を構築中ですが、事業所においてデータを正しく入力するための様式の更なる改善や誤りの可能性のある
データを検出する機能を新しいシステムに付加することが期待されます。

3．環境パフォーマンスデータ集計の早期化
　本社品質環境部では、開示対象のグループ会社を含め各事業所から報告された環境パフォーマンスデータについて、経年
推移による比較分析などによりデータをチェックし、必要と判断した場合は事業所に内容を確認しデータの修正等を行ってい
ますが、事業所に対するこれらのチェック・確認作業には数週間の時間と労力を要しています。今後、各事業所においてデー
タの正確性に関するチェックを強化することにより、事業所からの報告データの精度を向上させ、環境パフォーマンスデータ
集計の早期化を図ることが期待されます。

　報告は以上ですが、企業の公器性報告書2008の記載からは、「CSR課題におけるマテリアリティ」という観点で、オムロン
にとってCSR上何が重要なのかを議論し、特定されていることがわかります。今後、整理されたCSR上の重要課題について、
主要なパフォーマンス指標を設定し、CSRマネジメントを推進することが期待されますが、これらのCSR上の重要課題に関
連して開示する社会性パフォーマンスデータについても、環境パフォーマンスデータと同様に、データの集計・算定の仕組み
が十分整備されているかを確認することが期待されます。

以　　上

　当社は、「企業の公器性報告書2008」の重要な環境パフォーマンスデータに関する事前調査を、株式会社トーマツ環境品質研究

所より受けました。事前調査は、企業の公器性報告書の重要な情報について、今後第三者審査を受けるにあたって、データ集計のた

めの仕組みに関する整備状況の調査を目的として行われたものであります。

平成20年6月6日

株式会社トーマツ環境品質研究所
代表取締役 榎  宏

オムロン株式会社　殿

企業の公器性報告書2008　事前調査結果のご報告

第三者審査機関による事前調査結果のご報告
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TEL : 075-344-7174    FAX : 075-344-7111
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上のふたつの写真は、人工衛星から撮影した地球です。白い部
分は北極圏の氷。1979年に比べて、2005年の氷の面積が地球
温暖化の影響で狭くなってきているのがわかります。
こうした状況にあって、オムロンは、2010年までにCO2排出

量を1990年度比で8.6％削減することを目標に掲げ、グループ
全体で地球温暖化防止に取り組んでいます。

1979年 2005年

※ 出典：NASAウェブサイト
http://www.nasa.gov/vision/earth/environment/arcticice_decline.html




